
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

自転車活用推進計画及び 

自転車等の利用に関する 

総合計画の策定の経緯 
 

・検討体制 

・自転車駐車対策協議会 

（１）検討経緯 

（２）世田谷区自転車等駐車対策協議会委員名簿 
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・検討体制 

 

 
 

・自転車等駐車対策協議会 

（１）検討経緯 

令和元年度 

７月３日 第１回自転車等駐車対策協議会 諮問 

①項目の絞込み・関連づけ（イメージ）の確認 

②重要課題の確認 

③調査、検討内容の確認 

 

１１月１３日 第２回自転車等駐車対策協議会 

①新たな計画で特に取組み手法の改善・転換を図る事項の確認 

②調査内容の確認 

 

３月 第３回自転車等駐車対策協議会（書面開催） 

①自転車利用実態に関する調査結果の確認 

②自転車通行空間に関する調査結果の確認 

③計画骨子案（イメージ）の確認 

 

令和２年度 

８月５日 第１回自転車等駐車対策協議会 

①検討の進め方について 

②計画骨子案について 

③計画素案について  

④今年度に実施する自転車通行空間整備調査（交差点部）について 

 

  

庁内検討委員会

世田谷区自転車等駐車対策協議会

報告

意見や助言

区民、学識経験者、警察署、消防

署、道路管理者（国・東京都）、鉄

道事業者

協議会メンバー

方策や施策などについて提案

を行い、複数の関係部署との

調整を図る。

必要に応じて見直しの方針や施策な

どについて意見や助言を行い、計画

進捗及び施策の進行を管理する。

区長

諮問

答申

世田谷区
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９月２３日 第２回自転車等駐車対策協議会 

①計画素案について 

②計画の検討・策定スケジュールについて 

③計画素案に関するパブリックコメント及び愛称公募について 

 

３月 第３回自転車等駐車対策協議会（書面開催） 

①計画案について 

②計画素案に対するパブリックコメント結果について 

③計画名の愛称の選定について 
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（２）世田谷区自転車等駐車対策協議会委員名簿 

 

第１・２号委員任期  平成３０年６月１日～令和２年５月３１日 

第１・２号委員任期  令和 ２年６月１日～令和４年５月３１日 

 
  

区分 氏　　　名 備考

～R2.5.31

～R2.5.31

玉川交通安全協会　会長 大　原　紘　子 ～R2.5.31

世田谷消防団　団長 岩　田　一　彦 ～R2.5.31

世田谷区立小学校PTA連合協議会　副会長 浅　川　礼　子 ～R2.5.31

第
2
号
委
員

(財）建築・まちづくり協力研究所理事長
　　（元　日本大学総長・理事長） 小　嶋　勝　衛

東京税理士会　世田谷支部　 武　田　憲　二

国士舘大学　教授 寺　内　義　典

中央大学　研究開発機構　准教授 稲　垣　具　志

東京税理士会　世田谷支部　副支部長 綾　野　康　子

条
例
第
十
条
第
４
項
第
１
号
委
員

世田谷区町会総連合会　副会長 三　羽　和　彦

世田谷区商店街連合会　常任理事 川　村　昌　敏

世田谷区視力障害者福祉協会　副理事長 峯　苫　禎　尚

東京都自転車商協同組合世田谷区四支部連合会　会長 中　嶋　久　次

成城交通安全協会　会長 島　田　益　吉

玉川消防団　団長 渡　邉　章

世田谷区立小学校PTA連合協議会　会長 杉　浦　宏　嗣

公　　　　　　　　　　募

副会長

R2.6.1～

R2.6.1～

R2.6.1～

R2.6.1～

R2.6.1～

R2.9.1～

鈴　木　龍　二

本　田　敏　行

世田谷区視力障害者福祉協会 鷹　林　茂　男 ～R2.5.31

会長

R2.6.1～

世田谷区立小学校PTA連合協議会　副会長 大　原　な　な　え

公　　　　　　　　　　募 多　賀　澄　子

東京都自転車商協同組合世田谷区四支部連合会　会長
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区分 氏　　　名 備考

京王電鉄(株)　鉄道事業本部

計画管理部　計画担当課長

小田急電鉄　㈱

交通企画部課長

小田急電鉄　㈱

交通企画部課長

東急電鉄(株)　鉄道事業本部

運輸計画部　地域連携・マーケティング課　参事

東急電鉄(株)　鉄道事業本部

運輸計画部　地域連携・マーケティング課長

～R2.5.31

鷹　野　健　治 ～R2.5.31

第
3
号
委
員

玉川警察署　交通課長 阿　部　俊　之 ～R2.5.31

世田谷消防署　警防課長

世田谷消防署　警防課長

渡　邊　信　夫

高　石　房　伸

～R1.9.30

R1.10.1～

玉川消防署　警防課長 三　那　川　政　秀 R2.10.1～

東京都第二建設事務所　管理課長 高　橋　伸　子 ～R2.5.31

鈴　木　義　治

第
4
号
委
員

藤　井　一　郎

山　野　泰　弘

後　藤　修　平

成城警察署　交通課長 工　藤　忠　雄

玉川消防署　警防課長 上　西　敏　弘

国土交通省東京国道事務所　交通対策課長 五　味　康　真

上　田　敬　生

R2.6.1～

R2.6.1～

R2.6.1～

～R2.9.30

R2.6.1～東京都第二建設事務所　管理課長



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 用 語 集 
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・用語集 

 

あ行 

駅勢圏 ・その駅を利用する人の比率が高い地域範囲のこと。 P22 

など 

エリアマネジメント ・地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、

住民・事業主・地権者等による主体的な取組のこと。 
P101 

か行 

危険行為 ・道路交通法で定められている、自転車の運転に関する違反行為（危

険行為）のこと。 

・違反行為（危険行為）を３年以内に２回以上行った者には、都道府

県公安委員会による自転車の運転による交通の危険を防止するた

めの講習（自転車運転者講習）の受講が命じられる。 

P57 

など 

公共交通不便地域 ・最寄りのバス停留所から 200ｍ以上、かつ鉄道駅から 500ｍ以上離

れている地域のこと。 

P16 

など 

国分寺崖線 ・区内の南西部に約８km にわたり続く崖の連なりで高低差は 20m ほ

どある。 

P14 

など 

コミュニティサイクルポ

ート 

・借りた場所と異なる場所に返却できるポート。 P40 

など 

さ行 

サイクルマップ ・区が作成・配布している、区内の名所旧跡等の観光スポットと駐輪

場やレンタサイクルポート等を掲載したもの。 

P112 

など 

実駐輪台数 ・駐輪場に実際に止まっている自転車の台数のこと。 P43 

など 

指定管理者 ・指定管理者制度において、公の施設の管理に関する権限を指定管理

者に包括的に委任し、管理を行わせるもの。 

・指定管理者に委任することで、公の施設の管理に民間の能力を活用

しつつ、住民のサービス向上を図っている。 

P94 

自転車安全利用五則 ・自転車利用者が守らなければならない基本的なルールで、平成19年

７月に中央交通安全対策会議交通対策本部（内閣府）で決定された

もの。 

P25 

など 

自転車安全利用推進員 ・講習を受講し、自主的に自転車安全利用啓発に取組む区民のこと。 

・地域主体の「ローカル・ルール」づくりや自転車安全利用を呼びか

けるキャンペーンなどの活動を実施している。 

P28 

など 

自転車駅勢圏 ・自転車による駅へのアクセス範囲のこと。 

・区では、駐輪場定期利用者、放置による撤去自転車引取者の住所分

布等に基づき、自転車駅勢圏の広がりを推定している。 

P121 

自転車関与事故件数 ・自転車事故件数から自転車同士の事故を重複分として差し引いた件

数のこと。 
P23 

自転車関与率 ・交通事故全体に占める自転車関与事故の割合のこと。 P23 

自転車散歩 ・通勤通学や買い物の移動の際に、自転車での“道草”により身近な

地域の魅力を再発見してもらう区の取組み。 

・これにより周囲の景色を楽しむ余裕、歩行者への配慮等を高めるこ

とを目指している。 

P71 

など 

自転車通行空間 ・自転車の車道左端の通行を誘導するもので、自転車専用通行帯、自

転車走行帯（ブルーゾーン）、自転車走行位置表示といった整備形態

がある。 

・区では、平成 27 年３月に策定した「世田谷区自転車ネットワーク

計画」に基づき、計画的に整備を推進している。 

P30 

など 
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自転車乗入台数 ・駐輪場に実際に駐車している台数と放置自転車等を合計した自転車

の台数のこと。 

P22 

など 

「自転車保険」と「自転車

損害賠償責任保険」 

・東京都条例では「自転車損害賠償保険に加入しなければならない」

と定めており、これは自転車利用中の事故により、他人にケガをさ

せてしまった場合等の損害を賠償できる保険等を指す。 

・この計画では「自転車損害賠償責任保険」または「自転車保険」と

呼んでいる。 

P82 

小規模事業所 ・この計画では、従業者数 30 人未満の事業所を小規模事業所として

いる。 
P46 

生活自転車 ・区で独自に定義したもので、通勤や通学のための自転車利用のみな

らず、買い物等の利用、介護や宅配等の業務利用等も含めた、身近

な地域での生活を支えるすべての自転車の利用のこと。 

P70 

など 

整備台数 ・駐輪場に収容可能な自転車の台数のこと。 P43 

など 

世田谷区区民交通傷害保

険 

・区内在住・在勤・在学者を対象とした損害賠償責任保険。 

・東京都条例改正による保険加入義務化（令和２年４月施行）以前の

平成30年７月から区が実施している。 

P29 

など 

世田谷区民自転車利用憲

章 

・平成 24 年４月に区が制定した、自転車に乗る際の心構えを示した

もの。 

・制定当時、自転車に限った自治体の憲章の制定は珍しく、ルール遵

守とマナー向上を呼び掛けた憲章制定は 23 区初の試みと報じられ

た。 

P25 

など 

ゾーン30 ・自動車を対象として警察署が実施する面的な速度規制（時速30km）

のこと。 

P92 

など 

た行 

代表交通手段 ・１つのトリップ（人がある目的をもって、ある地点からある地点ま

で移動する単位）がいくつかの交通手段で成り立っているとき、こ

のトリップで利用した主な交通手段を指す。 

・主な交通手段は、鉄道、バス、自動車、二輪車、自転車、徒歩の順

に優先順位が定められており、利用した交通手段のうち、より上位

にあるものが代表交通手段となる。 

P17 

「駐輪場」と「自転車等駐

車場」 

・駐輪場：自転車を駐輪するための決められた場所として広く使われ

ている語で、この計画でも基本的にこの語を用いている。 

・自転車等駐車場：「自転車等」は自転車と原動機付自転車をあわせた

呼び方で、この語は法律上の用語や正式名称に用いる。 

P22 

撤去台数 ・駅前広場や駅周辺の道路等の「放置禁止区域内」において撤去した

自転車と原動機付自転車の台数のこと。 

P47 

など 

トリップ ・ある目的（例えば、出勤や買い物など）を持って、起点から終点へ

移動する際の、一方向の移動を表すもの。 

P61 

など 

な行 

年齢３階層別人口 ・人口を年齢階層別に年少人口、生産年齢人口、高齢者人口で３区分

したもの。 

・年少人口：14歳以下の人口、生産年齢人口：15歳～64歳の人口、

高齢者人口：65歳以上の人口。 

P12 

は行 

初めての子育て自転車 ・チャイルドシートに子どもの体重分のおもり（約10kg）を乗せ、押

し歩き、試乗等を行い、利用の注意点、車体コントロールのコツ等

を学ぶ体験型講習のこと。 

P27 
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パーソントリップ調査 ・「どのような人が」「どのような目的で」「どこからどこへ」「どのよ

うな交通手段で」移動したかなどを調べるもので、鉄道、自動車、

徒歩といった各交通手段の利用割合や交通量などを集計すること

ができる。 

P17 

など 

分担率 ・ある交通手段のトリップ数の割合。 

・例えば「自転車分担率」は、全代表交通手段のトリップ数における、

自転車のトリップ数の割合。 

P17 

など 

ま行 

民間シェアサイクル ・民間事業者によるシェアサイクル事業のことで、小規模のサイクル

ポートを駅周辺以外にも多数設置することにより、近距離の移動を

重視した密なネットワークの整備を目指している。 

・電動アシスト自転車の使用、ＭａａＳも含めたＩＣＴの活用等、こ

れまでの「貸自転車」とは異なる特徴を有している。 

P41 

など 

民間シェアサイクル実証

実験 

・民間シェアサイクルの実施による、区民の移動利便性の向上、区レ

ンタサイクルの補完・代替等の効果を検証するため、令和２年度か

ら２か年の予定で、二子玉川駅を中心とするエリアで行っている実

証実験。 

・実験の実施にあたり、区は公園や施設敷地の一部をサイクルポート

設置用に無償貸与する、区広報で周知に努める等の支援を行ってい

る。 

P42 

など 

ムコーバ（MCCOBA） ・「再生自転車海外譲与自治体協議会」のこと。 

・地方自治体の放置自転車対策の結果発生する良質自転車の有効活用

策の１つとして、点検整備された良質自転車を「再生自転車」とし

て開発途上国に無償譲与し、当該国における保健医療従事者等の有

効な交通手段として利用されることにより、保健福祉の向上・増進

を希求し、国際協力に寄与することを目的とするもの。 

P105 

メッツ（ MET:metabolic 

equivalent） 

・身体活動の強さを、安静時の何倍に相当するかで表す単位。 
P109 

ら行 

利用率 ・自転車の需給バランスをみたもの。 

・この計画では、駅別では乗入台数を総整備台数で除し、駐輪場別で

は実駐輪台数を整備台数で除している。 

P36 

など 

「レンタサイクル/コミュ

ニティサイクル」と「シェ

アサイクル」 

・料金を支払って一定の時間自転車を借りて乗ることができるサービ

ス。 

・区では、「レンタサイクル」に加え、借りた場所と異なる場所に返却

できる「コミュニティサイクル」（愛称「がやりん」）を導入してい

るが、近年、民間事業者によるサービス展開が進み、その多くが「シ

ェアサイクル」と自称している。 

・この計画では、区が行っているものは「レンタサイクル/コミュニテ

ィサイクル」、民間事業者が行っているものには「シェアサイクル」

の語を用いている。 

P41 

ＡＢＣ 

ＩＣＴ(Information and 

Communication 

Technology) 

・情報通信技術のこと。 
P40 

など 

ＭａａＳ（マース） ・地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応し

て、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせ

て検索・予約・決済等を一括で行うサービス。 

・観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との連携によ

り、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段とな

る。 

P61 

など 
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ＰＤＣＡマネジメントサ

イクル 

・計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、見直し（Action）による

一連の管理システムのことで、この計画はこれらを用いながら推進

する。 

P118 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 関 連 条 例 
 

・世田谷区自転車条例 

・世田谷区自転車条例施行規則 

・世田谷区レンタサイクルポート条例 

・世田谷区レンタサイクルポート条例施行規則 
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・世田谷区自転車条例 

昭和59年３月13日 

条例第14号 

 

 改正 昭和59年９月28日条例第49号 昭和59年12月１日条例第56号  

   昭和60年６月19日条例第19号 昭和60年９月27日条例第36号  

   昭和61年３月29日条例第18号 昭和62年６月25日条例第32号  

   昭和63年１月15日条例第37号 平成元年６月21日条例第40号  

   平成２年３月14日条例第17号 平成３年３月13日条例第12号  

   平成３年６月21日条例第36号 平成３年９月21日条例第44号  

   平成３年11月14日条例第50号 平成４年３月12日条例第37号  

   平成４年６月16日条例第55号 平成５年３月12日条例第24号  

   平成５年６月16日条例第39号 平成５年11月12日条例第54号  

   平成６年３月14日条例第18号 平成６年６月15日条例第29号  

   平成６年11月11日条例第51号 平成７年３月10日条例第18号 

〔題名改正〕 

 

   平成７年６月21日条例第43号 平成７年９月27日条例第56号  

   平成８年３月13日条例第17号 平成８年６月19日条例第33号  

   平成８年10月９日条例第41号 平成９年３月12日条例第30号 

〔題名改正〕 

 

   平成９年10月３日条例第53号 平成10年６月18日条例第43号  

   平成10年10月６日条例第51号 平成11年３月11日条例第18号  

   平成12年６月26日条例第81号 平成12年９月29日条例第86号  

   平成13年６月18日条例第47号 平成13年10月２日条例第55号  

   平成13年12月10日条例第61号 平成14年３月13日条例第30号  

   平成14年６月21日条例第47号 平成14年10月１日条例第51号  

   平成15年３月13日条例第３号 平成15年６月24日条例第53号  

   平成15年10月１日条例第70号 平成15年12月９日条例第75号  

   平成16年３月12日条例第25号 平成16年12月９日条例第50号  

   平成17年３月14日条例第22号 平成17年６月21日条例第42号  

   平成17年12月９日条例第90号 平成18年３月14日条例第43号  

   平成18年10月３日条例第68号 平成20年３月11日条例第31号  

   平成21年３月９日条例第16号 平成21年６月22日条例第34号  

   平成21年９月30日条例第41号 平成21年12月８日条例第56号  

   平成22年３月９日条例第22号 平成23年３月８日条例第19号  

   平成24年10月２日条例第43号 平成25年６月17日条例第32号  

   平成25年10月１日条例第41号 平成26年３月７日条例第19号  

   平成27年３月９日条例第21号 平成27年６月26日条例第31号  

   平成27年10月２日条例第43号 平成28年３月８日条例第24号  

  平成29年12月８日条例第66号 

〔世田谷区自転車条例の一部を改正する条例〕 

平成30年10月１日条例第66号 

〔世田谷区自転車条例の一部を改正する条例〕 

 

  令和２年３月４日条例第22号 

〔世田谷区自転車条例の一部を改正する条例〕 

  

 

目次 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 総合計画及び自転車等駐車対策協議会（第９条・第10条） 

第３章 自転車等駐車場 

第１節 区立自転車等駐車場（第11条―第26条の２） 

第２節 民営自転車等駐車施設への助成（第27条） 

第４章 大規模店舗等の自転車等駐車場附置義務（第28条―第36条の３） 

第５章 放置自転車等に対する措置（第37条―第43条） 
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第６章 雑則（第44条） 

 

付則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、自転車に係る道路交通環境の整備、自転車の安全利用の促進、自転車等の駐車対策の総合

的推進等に関し必要な措置を定め、もって道路等の公共の用に供される場所の良好な環境の確保及びその機能

の低下の防止を図り、あわせて自転車等の利用者の利便の増進に資することを目的とする。 

全部改正〔平成７年条例18号〕 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、道路交通法（昭和35年法律第105号）において使用する用語の

例による。 

(１) 自転車等 自転車又は原動機付自転車をいう。 

(２) 放置 自転車等の利用者又は所有者が、自転車等の駐車場その他の自転車等を置くことが認められてい

る場所以外の道路、公園、駅前広場、緑地帯その他の公共の用に供される場所において、その場から離れ、

自転車等を直ちに移動できない状態におくことをいう。 

(３) 大規模店舗 百貨店、ショッピングセンター、スーパーマーケット、飲食店等一の建物であって、その

店舗の用に供される部分が大規模にわたるものをいう。 

(４) 金融機関 銀行法（昭和56年法律第59号）第４条第１項、長期信用銀行法（昭和27年法律第187号）第４

条第１項、信用金庫法（昭和26年法律第238号）第４条若しくは労働金庫法（昭和28年法律第227号）第６条

に規定する免許を受けた者が業務を行うための施設又は中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）第

３条第２号に規定する信用協同組合が業務を行うための施設又は農業協同組合法（昭和22年法律第132号）

第10条第１項第１号及び第２号の事業を行う農業協同組合が業務を行うための施設をいう。 

(５) 遊技場等 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項第

４号及び第５号に規定する営業を行うための施設並びに興行場法（昭和23年法律第137号）第１条第１項に

規定する施設をいう。 

(６) スポーツ施設 競技場、運動場、練習場等を常設し、これらをスポーツ、体育又は健康の増進のために

一般の利用者を対象として営業する施設をいう。 

(７) 学習施設 教室、講堂、実習室等を常設し、これらを学習、教養、趣味等の教授のために一般の利用者

を対象として営業する施設をいう。 

(８) 自転車等駐車施設 自転車等駐車場及びレンタサイクル施設をいう。 

一部改正〔昭和63年条例37号・平成５年39号・７年18号・14年30号・28年24号・令和２年22号〕 

（区長の責務） 

第３条 区長は、良好な自転車交通網を形成するため必要な自転車道、自転車歩行者道等の整備に関する施策を

推進するとともに、自転車等の駐車需要の著しい地域又は自転車等の駐車需要の著しくなることが予想される

地域において自転車等駐車施設の設置に努めなければならない。 

２ 区長は、自転車等が大量に放置されている地域における指導及び啓発その他の駐車対策を実施しなければな

らない。 

３ 区長は、地域の状況に応じた自転車等の駐車対策を効果的に推進するため、地域の区民等で構成される団体

の活動を支援するものとする。 

４ 区長は、自転車等を安全で適正に利用するための総合的な施策を策定し、実施しなければならない。 

全部改正〔平成７年条例18号〕、一部改正〔令和２年条例22号〕 

（区民の責務） 

第４条 区民は、区長が実施する自転車に係る道路交通環境の整備、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐

車対策に関する施策に協力しなければならない。 

一部改正〔平成７年条例18号・令和２年22号〕 

（利用者及び所有者の責務） 

第５条 自転車等の利用者及び所有者は、自転車等を放置してはならない。 

２ 自転車の利用者は、イヤホーン、スマートフォン等の携帯電話用装置等を使用しながら、又は傘を差しなが

らの運転をしないことその他の道路交通法等で定める事項を遵守する等により歩行者に被害を及ぼさないよう

にする等自転車を安全に利用しなければならない。 

３ 自転車の利用者は、道路において幼児を同乗させて当該自転車を利用するときは、当該幼児に自転車乗車用
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ヘルメットを着用させなければならない。 

４ 自転車の所有者は、当該自転車について防犯登録を受けなければならない。 

５ 自転車の利用者は、その利用する自転車の盗難を防止するため、適切にこれを施錠するよう努めなければな

らない。 

６ 13歳未満の児童の保護者は、当該児童が道路において自転車を利用するときは、自転車乗車用ヘルメットを

着用させなければならない。 

７ 13歳未満の児童の保護者は、当該児童が利用する自転車について、定期的に点検し、必要に応じて整備を行

うよう努めなければならない。 

８ 高齢者（65歳以上の者をいう。）は、自転車を利用するときは、自転車乗車用ヘルメットを着用するよう努

めなければならない。 

９ 前条の規定は、自転車等の利用者、所有者等について準用する。 

一部改正〔平成７年条例18号・令和２年22号〕 

（事業者の責務） 

第５条の２ 事業者は、その従業者に自転車を利用する者がいるときは、当該自転車を利用する者に対し、自転

車乗車用ヘルメットの着用及び自転車の点検整備に関する情報を提供するよう努めなければならない。 

２ 第４条の規定は、事業者について準用する。 

追加〔令和２年条例22号〕 

（小売業者の責務） 

第６条 自転車の小売を業とする者（次項において「小売業者」という。）は、自転車の販売にあたっては、購

入者に対し、当該自転車について防犯登録を受けることを勧奨し、自転車乗車用ヘルメットの着用及び自転車

の点検整備に関する情報を提供するよう努めなければならない。 

２ 第４条の規定は、小売業者について準用する。 

一部改正〔令和２年条例22号〕 

（自転車等駐車施設の所有者及び管理者の責務） 

第６条の２ レンタサイクル施設の所有者及び管理者は、自転車を貸し付けるに当たっては、その借受人に対

し、自転車乗車用ヘルメットの着用及び自転車の点検整備に関する情報を提供するよう努めなければならな

い。 

２ レンタサイクル施設の所有者及び管理者は、貸付けを行う自転車について、定期的に点検し、必要に応じて

整備を行うよう努めなければならない。 

３ 自転車等駐車場の所有者及び管理者は、当該自転車等駐車場の利用者に対し、自転車損害賠償責任保険等

（自転車の運行によって人の生命又は身体が害された場合における損害賠償を保障することができる保険又は

共済をいう。次条において同じ。）、自転車乗車用ヘルメットの着用及び自転車の点検整備に関する情報を提

供するよう努めなければならない。 

４ 第４条の規定は、自転車等駐車施設の所有者及び管理者について準用する。 

追加〔令和２年条例22号〕 

（学校の設置者等の責務） 

第６条の３ 学校（学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校をいう。以下同じ。）の設置者

（国、地方公共団体及び私立学校法（昭和24年法律第270号）第３条に規定する学校法人をいう。）は、児童、

生徒及びそれらの保護者に対し、自転車乗車用ヘルメットの着用及び自転車の点検整備に関する情報を提供す

るよう努めなければならない。 

２ 保育所、託児所等の運営者は、当該保育所、託児所等を利用する乳児又は幼児の保護者に対し、自転車損害

賠償責任保険等、自転車乗車用ヘルメットの着用及び自転車の点検整備に関する情報を提供するよう努めなけ

ればならない。 

追加〔令和２年条例22号〕 

（鉄道事業者の責務） 

第７条 鉄道事業者は、自転車等を利用して鉄道に乗り継ぐ旅客の利便に供するため、自転車等駐車施設を設置

するよう努めるとともに、区長が実施する施策に協力しなければならない。 

２ 鉄道事業者は、鉄道の立体交差化又は駅施設若しくはその周辺の大改良を行うときは、区長と協議し、必要

な自転車等駐車施設を設置するものとする。 

３ 鉄道事業者は、区が自転車等駐車施設を駅周辺に設置するため、鉄道用地の提供を申し入れたときは、当該

用地の譲渡、貸付けその他の措置を講ずることにより、当該自転車等駐車施設の設置に積極的に協力しなけれ

ばならない。 
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一部改正〔平成７年条例18号・14年30号〕 

（施設の設置者の責務） 

第８条 官公署、学校、図書館その他の公共公益施設及び大規模店舗、金融機関、遊技場等、スポーツ施設、学

習施設その他の自転車等の大量の駐車需要を生じさせる施設の設置者は、当該施設の利用者の利便に供するた

め自転車等の駐車場を設置するよう努めるとともに、区長が実施する施策に協力しなければならない。 

一部改正〔平成14年条例30号〕 

第２章 総合計画及び自転車等駐車対策協議会 

全部改正〔平成７年条例18号〕 

（総合計画） 

第９条 区長は、第３条第１項に規定する地域において自転車等の駐車対策を総合的かつ計画的に推進するた

め、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭和55年法律第87号。以下

「法」という。）第７条第１項に基づき自転車等の駐車対策に関する総合計画（以下「総合計画」という。）

を定めるものとする。 

２ 総合計画は、法第７条第２項各号に掲げる事項について定めるものとする。 

３ 区長は、総合計画を策定するに当たっては、あらかじめ世田谷区自転車等駐車対策協議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

４ 区長は、総合計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、総合計画の変更について準用する。 

６ 総合計画において主要な自転車等駐車場の設置主体となった者及び自転車等駐車場の設置に協力すべき鉄道

事業者となった者は、総合計画に従って必要な措置を講ずるとともに、その措置状況を区長に報告しなければ

ならない。 

全部改正〔平成７年条例18号〕 

（自転車等駐車対策協議会） 

第10条 自転車等の駐車対策に関する施策を総合的に推進するため、区長の附属機関として世田谷区自転車等駐

車対策協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は、区長の諮問に応じ、次に掲げる事項について審議する。 

(１) 総合計画に関すること。 

(２) 第37条に規定する自転車等放置禁止区域の指定、変更及び解除に関すること。 

(３) 前２号のほか、自転車等の駐車対策に関する重要事項 

３ 協議会は、委員20人以内で組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから区長が委嘱する。 

(１) 区民 

(２) 自転車等の駐車対策について知識又は経験を有すると認められる者 

(３) 警察署、消防署、道路管理を行う官公署等自転車等の駐車対策について関係を有する機関の職員 

(４) 鉄道事業者の社員 

５ 前項第１号及び第２号の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営について必要な事項は、規則で定める。 

追加〔平成７年条例18号〕、一部改正〔平成12年条例81号・15年53号〕 

第３章 自転車等駐車場 

第１節 区立自転車等駐車場 

（区立自転車等駐車場の設置） 

第11条 自転車等の利用者の利便に供するとともに、自転車等の駐車対策に資するため、世田谷区立自転車等駐

車場（以下「区立自転車等駐車場」という。）を設置する。 

一部改正〔平成７年条例18号〕 

（名称及び位置） 

第12条 区立自転車等駐車場の名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

一部改正〔平成７年条例18号〕 

（使用できる者の範囲） 

第13条 区立自転車等駐車場の使用（時間ぎめによる使用を除く。次項において同じ。）をすることができる者

は、次に掲げる要件を満たすものでなければならない。 

(１) 使用する区立自転車等駐車場の最寄りの駅の改札口（改札口が２以上ある場合は、当該区立自転車等駐
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車場から最寄りの改札口をいう。以下同じ。）から住所、勤務先又は通学先までが規則で定める距離以上離

れていること。 

(２) 前号の区間で使用する自転車等を駐車するために自転車等駐車場を利用すること。 

２ 前項の規定にかかわらず、第23条の規定により区立自転車等駐車場の管理を行う者（以下「指定管理者」と

いう。）は、特に必要があると認めたときは、同項各号の要件を満たさない者であっても、区立自転車等駐車

場の使用をさせることができる。 

一部改正〔平成７年条例18号・14年30号・15年70号・16年50号〕 

（使用） 

第14条 区立自転車等駐車場を使用しようとする者は、規則の定めるところにより指定管理者に申請し、承認を

受けなければならない。 

２ 指定管理者は、管理上支障があると認めたときは、使用の承認をしないことができる。 

一部改正〔平成７年条例18号・16年50号〕 

（使用の条件） 

第15条 指定管理者は、区立自転車等駐車場の使用承認に際して、管理上必要な条件を付けることができる。 

一部改正〔平成７年条例18号・16年50号〕 

（使用期間の単位） 

第16条 区立自転車等駐車場の使用期間の単位は、定期、日ぎめ又は時間ぎめとし、再使用を妨げないものとす

る。 

一部改正〔平成７年条例18号・15年70号・20年31号〕 

（使用の制限） 

第17条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、その使用の承認を取り消し、使用条件

を変更し、又は使用を停止することができる。 

(１) 使用目的又は使用条件に違反したとき。 

(２) 虚偽の申請、機器の破壊等の不正な手段により、使用の承認、駐車券の交付若しくは再交付を受け、又

は区立自転車等駐車場を使用したとき。 

(３) この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者が必要と認めたとき。 

２ 同一の自転車等による時間ぎめの使用期間は、引き続き168時間を超えてはならない。 

一部改正〔平成７年条例18号・９年30号・15年70号・16年50号・20年31号・令和２年22号〕 

（特別の設備の使用） 

第18条 第14条の規定により使用の承認を受けた者（以下「使用者」という。）は、使用に際して区立自転車等

駐車場に特別の設備をしようとするときは、指定管理者の承認を受けなければならない。 

一部改正〔平成７年条例18号・９年30号・16年50号〕 

（使用権の譲渡の禁止） 

第19条 使用者は、使用の権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

一部改正〔平成７年条例18号・９年30号〕 

（原状回復の義務） 

第20条 使用者は、使用が終了したときは、直ちに設備を原状に回復しなければならない。第17条の規定により

使用の承認を取り消され、又は使用を停止されたときも同様とする。 

一部改正〔平成７年条例18号・９年30号〕 

（損害の賠償） 

第21条 使用者は、区立自転車等駐車場の施設及び附帯設備をき損し、又は滅失したときは、損害額を賠償しな

ければならない。ただし、やむを得ない理由があると区長が認めたときは、この限りでない。 

一部改正〔平成４年条例37号・７年18号・９年30号〕 

（区立自転車等駐車場内の自転車等の撤去） 

第22条 区長は、区立自転車等駐車場内の自転車等で使用期間が終了したもの、第14条第１項の承認を受けてい

ないもの及び第17条の規定により使用を制限されたものについては、これを撤去することができる。 

２ 指定管理者は、前項の規定に該当する自転車等に、警告することを示したものを取り付けることができる。 

追加〔平成７年条例18号〕、一部改正〔平成９年条例30号・令和２年22号〕 

（指定管理者による管理） 

第23条 区長は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定により、区長が指定する法人その

他の団体に区立自転車等駐車場の管理を行わせるものとする。 
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全部改正〔平成16年条例50号〕 

（指定管理者の指定の手続） 

第23条の２ 区長は、指定管理者を指定しようとするときは、特別の事情があると認める場合を除き、公募によ

り行うものとする。 

２ 指定管理者の指定を受けようとする者は、事業計画書その他規則で定める書類を区長に提出し、指定管理者

の指定の申請をしなければならない。 

３ 区長は、前項の申請があったときは、同項の事業計画書その他規則で定める書類を次に掲げる基準に基づき

審査し、区立自転車等駐車場の設置の目的を最も効果的に達成することができると認める者を指定管理者の候

補者として選定するものとする。 

(１) 区民の平等利用を確保した運営ができること。 

(２) 区立自転車等駐車場の効用を最大限に発揮させる運営を行い、かつ、その管理に係る経費の縮減を図る

ことができること。 

(３) 区立自転車等駐車場の管理を効率的かつ安定的に行う能力を有していること。 

４ 区長は、前項の規定により指定管理者の候補者を選定したときは、議会の議決を経て指定管理者を指定する

ものとする。 

５ 区長は、前項の規定により指定管理者を指定したときは、その旨を公告しなければならない。 

追加〔平成16年条例50号〕 

（指定管理者の業務） 

第23条の３ 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１) 区立自転車等駐車場の使用の承認等に関する業務 

(２) 区立自転車等駐車場の施設及び附帯設備の維持管理に関する業務 

(３) 前２号に掲げるもののほか、区長が特に必要があると認める業務 

追加〔平成16年条例50号〕 

（指定管理者による個人情報の管理及び保護） 

第23条の４ 指定管理者は、その保有する個人情報（世田谷区個人情報保護条例（平成４年３月世田谷区条例第

２号）第２条第１号に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の漏えい、紛失、改ざん及び破損の防止その他

個人情報の適正な管理及び保護を図るために必要な措置を講じなければならない。 

追加〔平成16年条例50号〕 

（利用料金） 

第24条 使用者は、指定管理者に区立自転車等駐車場の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を納付し

なければならない。 

２ 定期の利用料金の額は別表第２の１の部に定める額を限度とし、日ぎめの利用料金の額は同表２の部に定め

る額を限度とし、時間ぎめの利用料金の額は同表３の部に定める額を限度として、指定管理者が区長の承認を

得てこれを定めるものとする。 

３ 区長が必要と認めた区立自転車等駐車場の時間ぎめの利用料金は、その使用を開始した時間から２時間を上

限として指定管理者が区長の承認を得て定める時間まで無料とする。 

４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、区長は、規則で定めるところにより、指定管理者に利用料金の一部を区に納付さ

せることができる。 

全部改正〔平成16年条例50号〕、一部改正〔平成20年条例31号〕 

（回数券） 

第25条 指定管理者は、日ぎめの利用料金について、別表第２の２左欄に掲げる種類の回数券を同表右欄に掲げ

る発行価額を上回らない範囲において区長の承認を得て発行することができる。 

全部改正〔平成16年条例50号〕、一部改正〔令和２年条例22号〕 

（利用料金の減免） 

第25条の２ 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定めるところにより利用料金を

減額し、又は免除するものとする。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第11条に規定する保護その他これに類するものを受けている者が定

期による使用（以下「定期使用」という。）をするとき。 全額 

(２) 前号に掲げるもののほか、指定管理者が特に必要と認めた者が定期使用をするとき。 ５割に相当する

額 

追加〔平成16年条例50号〕、一部改正〔平成20年条例31号・21年16号〕 
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（利用料金の還付） 

第26条 指定管理者は、規則で定めるところにより、既に納付された利用料金の全部又は一部を還付するものと

する。 

全部改正〔平成９年条例30号〕、一部改正〔平成16年条例50号〕 

（自動二輪車の使用の特例） 

第26条の２ 区立自転車等駐車場のうち、その管理上支障がないと認めるもので規則で定めるものについては、

自動二輪車（大型自動二輪車（側車付きのものを除く。以下同じ。）及び普通自動二輪車（側車付きのものを

除く。以下同じ。）をいう。以下同じ。）の駐車のために使用させることができる。 

２ この節の規定は、自動二輪車による区立自転車等駐車場の使用について準用する。 

追加〔令和２年条例22号〕 

第２節 民営自転車等駐車施設への助成 

全部改正〔平成７年条例18号〕 

（建設費の補助） 

第27条 区長は、民営自転車等駐車施設の設置が自転車等の駐車対策に寄与するものと認めたときは、当該民営

自転車等駐車施設を設置しようとする者に対し、その建設費の一部を補助することができる。 

一部改正〔平成７年条例18号〕 

第４章 大規模店舗等の自転車等駐車場附置義務 

全部改正〔平成７年条例18号〕 

（新築施設における自転車等駐車場の設置等） 

第28条 都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に規定する第一種中高層住居専用地域、第二種

中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地

域、工業地域及び工業専用地域（以下「商業地域等」という。）において、別表第３施設の用途欄に掲げる用

途に供する施設で同表施設の規模欄に掲げる規模のものを新築しようとする者は、同表自転車等駐車場の規模

欄に掲げる基準により算定した規模以上の自転車等駐車場を当該施設若しくはその敷地内又は規則で定める場

所に設置しなければならない。 

２ 前項の規定により自転車等駐車場（規模の合計が100台以上であるものに限る。）を設置した者は、区長が必

要と認めたときは、当該自転車等駐車場の自転車等の整理及び誘導のために誘導員を置かなければならない。 

一部改正〔平成７年条例18号・14年30号〕 

（混合用途施設に係る自転車等駐車場の規模） 

第29条 前条の規定にかかわらず、別表第３施設の用途欄に掲げる用途のうち２以上の用途に供する施設（以下

「混合用途施設」という。）の新築については、当該用途ごとに同表自転車等駐車場の規模欄に掲げる基準に

より算定した自転車等駐車場の規模の合計が10台以上である場合においては、その合計した自転車等駐車場の

規模を同欄に掲げる基準により算定した自転車等駐車場の規模とみなして、同条の規定を適用する。 

一部改正〔平成７年条例18号〕 

（大規模な施設に係る自転車等駐車場の規模） 

第30条 第28条の規定にかかわらず、別表第３の店舗面積又は施設面積（以下この条において「店舗面積等」と

いう。）が5,000平方メートルを超える施設（混合用途施設を除く。）の新築については、店舗面積等が5,000

平方メートルまでの部分について同表自転車等駐車場の規模欄に掲げる基準により算定した自転車等駐車場の

規模に、店舗面積等が5,000平方メートルを超える部分について同欄に掲げる基準により算定した自転車等駐車

場の規模に２分の１を乗じて得た規模を加えて得た規模をもって、同欄に掲げる基準により算定した自転車等

駐車場の規模とする。 

２ 前２条の規定にかかわらず、混合用途施設で各用途の店舗面積等の合計（以下この項において「合計面積」

という。）が5,000平方メートルを超えるものの新築については、合計面積が5,000平方メートルまでの部分に

おける各用途の店舗面積等が5,000平方メートルに占める割合と、合計面積が5,000平方メートルを超える部分

における当該割合とを等しくし、合計面積を前項の店舗面積等とみなして同項の算定方法を用いて算定した規

模をもって前条の自転車等駐車場の規模とする。 

一部改正〔平成７年条例18号・14年30号〕 

（施設の増築に係る自転車等駐車場の規模） 

第31条 商業地域等において、次に掲げる増築をしようとする者は、当該増築の部分に限らず増築後の全体の施

設を新築したものとみなして、前３条の規定により算定した自転車等駐車場の規模から、現にこの条例の規定

に基づき設置され、又は設置されているとみなすことができる（当該施設のうち増築される部分以外の部分で

この条例の施行の日前に建築されたもの（付則第４項に該当するものを含む。）については設置されていると
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みなして、この場合を含む。）自転車等駐車場の規模を控除して得た規模以上の自転車等駐車場を設置しなけ

ればならない。 

(１) 別表第３施設の用途欄に掲げる用途に供する施設についての同表施設の規模欄に掲げる規模となる増築

又は当該施設で当該規模のものについての増築 

(２) 混合用途施設となる増築又は混合用途施設についての増築で、当該増築の部分に限らず当該増築後の全

体の施設を新築したものとみなして用途ごとに別表第３自転車等駐車場の規模欄に掲げる基準により算定し

た自転車等駐車場の規模の合計が10台以上であるもの 

一部改正〔平成７年条例18号〕 

（商業地域等の内外にわたる施設に係る自転車等駐車場の設置等） 

第32条 第28条から前条までの規定に該当する施設において、当該施設の敷地の一部が商業地域等外にわたる場

合にあっても、当該施設の全部について第28条から前条までの規定を適用する。ただし、当該施設の一部が商

業地域等外にわたる場合には、当該施設のうち商業地域等外に存する部分は存しないものとみなす。 

一部改正〔平成７年条例18号・14年30号〕 

（自転車等駐車場の構造及び設備） 

第33条 第28条から前条までの規定に基づき設置される自転車等駐車場の構造及び設備は、利用者の安全が確保

され、かつ、自転車等が有効に駐車できるものでなければならない。 

２ 前項の自転車等駐車場の駐車部分の面積は、駐車台数１台につき1.2平方メートル以上とする。ただし、効率

的に駐車することができる装置を用いる自転車等駐車場で区長が適当と認めたものについては、この限りでな

い。 

一部改正〔平成７年条例18号・14年30号〕 

（自転車等駐車場の設置等の届出） 

第34条 第28条から第32条までの規定に基づき自転車等駐車場を設置しようとする者は、あらかじめ、規則で定

めるところによりその内容を区長に届け出なければならない。届け出た内容を変更しようとするときも、同様

とする。 

２ 前項の規定による届出をした者は、自転車等駐車場の工事を完了したときは、規則で定めるところにより、

区長に届け出なければならない。 

一部改正〔平成７年条例18号・14年30号〕 

（自転車等駐車場の管理） 

第35条 第28条から第32条までの規定に基づき設置された自転車等駐車場の所有者及び管理者は、当該自転車等

駐車場をその設置の目的に適合するように管理しなければならない。 

一部改正〔平成７年条例18号〕 

（立入検査等） 

第36条 区長は、この条例の規定を施行するため必要な限度において、施設若しくは第28条から第32条までの規

定に基づき設置された自転車等駐車場の所有者若しくは管理者から報告若しくは資料の提出を求め、又は職員

を施設若しくは自転車等駐車場に立ち入らせ、検査をさせることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、

提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

全部改正〔平成14年条例30号〕 

（措置命令） 

第36条の２ 区長は、第28条から第33条まで又は第35条の規定に違反した者に対し、相当の期限を定めて、自転

車等駐車場の設置その他の当該違反を是正させるため原状回復等必要な措置を命ずることができる。 

２ 区長は、前項の規定により措置を命ずるときは、第28条から第33条まで又は第35条の規定に違反した者に対

し、その措置及び理由を記載した措置命令書を交付しなければならない。 

追加〔平成14年条例30号〕 

（公表） 

第36条の３ 区長は、前条第１項の規定による命令を受けた者が、当該命令に従わない場合において、必要があ

ると認めたときは、その旨及び命令の内容を公表することができる。 

２ 区長は、前項の規定による公表を行う場合には、前条の規定による命令を受けた者に対し、あらかじめ意見

を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。 

追加〔平成14年条例30号〕 

第５章 放置自転車等に対する措置 
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全部改正〔平成７年条例18号〕 

（禁止区域の指定） 

第37条 区長は、自転車等が大量に放置され、又は自転車等の大量の放置を引き起こすおそれがあると認められ

る地域を自転車等放置禁止区域（以下「禁止区域」という。）として指定することができる。 

２ 区長は、前項の規定による指定をしたときは、その旨を告示しなければならない。 

３ 第１項の規定による指定は、前項の規定による告示のあった日からその効力を生ずる。 

４ 前２項の規定は、禁止区域を変更し、又は解除する場合について準用する。 

追加〔平成７年条例18号〕、一部改正〔平成14年条例30号〕 

（禁止区域内における措置） 

第38条 区長は、禁止区域内に自転車等が放置されているときは、当該自転車等を撤去することができる。 

追加〔平成７年条例18号〕 

（禁止区域外における措置） 

第39条 区長は、禁止区域外に自転車等が放置されているときは、当該自転車等の利用者又は所有者に対し、こ

れを放置しないよう警告することができる。 

２ 区長は、前項の規定による自転車等の放置に係る警告をした日を起算日とし、３日以上経過してもなお引き

続き放置されているときは、当該自転車等を撤去することができる。 

３ 区長は、前２項の規定にかかわらず、禁止区域外において、急激に自転車等の放置が著しくなり、区民又は

通行者への通行障害が生じ、災害時における緊急活動及び避難行動が極めて困難になると認められる地域にお

いては、区民又は通行者に著しく急迫の危険を及ぼしている部分に限り、当該自転車等を撤去することができ

る。 

追加〔平成７年条例18号〕、一部改正〔平成14年条例30号・令和２年22号〕 

（放置自転車等整理誘導員） 

第40条 区長は、自転車等の放置が著しい地域において必要があると認めるときは、放置自転車等整理誘導員

（以下「整理誘導員」という。）を置くことができる。 

２ 整理誘導員は、次に掲げる活動を行う。 

(１) 自転車等の放置防止の啓発 

(２) 自転車等駐車施設への誘導 

(３) 放置された自転車等の整理及び定められた場所への移動 

(４) 前３号のほか、区長が必要があると認めること。 

追加〔平成７年条例18号〕 

（撤去自転車等の保管等） 

第41条 区長は、第22条第１項、第38条若しくは第39条第２項若しくは第３項の規定により撤去した自転車等又

は第26条の２第２項において準用する第22条第１項の規定により撤去した自動二輪車（以下「撤去自転車等」

という。）を保管するとともに、規則で定めるところによりその旨を公示しなければならない。 

２ 区長は、撤去自転車等を前項の規定により公示した日から１月間一定の場所に保管しなければならない。 

３ 区長は、撤去自転車等については、その利用者又は所有者を直ちに調査して、当該撤去自転車等を利用者又

は所有者に速やかに引き取らせなければならない。 

追加〔平成７年条例18号〕、一部改正〔平成９年条例30号・11年18号・令和２年22号〕 

（費用の徴収） 

第42条 区長は、撤去自転車等については、撤去及び保管に要した費用として別表第４に定める額を限度として

規則で定める額を当該撤去自転車等を引取りに来た利用者又は所有者から徴収する。 

２ 区長は、自転車等を撤去する前に当該自転車等に係る盗難の被害届が警察署に提出されていることが明らか

になったときは、前項に規定する費用を免除することができる。 

追加〔平成７年条例18号〕、一部改正〔平成９年条例30号・14年30号・令和２年22号〕 

（引取りのない撤去自転車等に対する措置） 

第43条 区長は、第41条第３項の調査によっても利用者又は所有者が判明せず、引き取らせることができない撤

去自転車等（第26条の２第２項において準用する第22条第１項の規定により撤去した自動二輪車を除く。以下

この条において同じ。）及び引取りの通知をしても、引取りのない撤去自転車等については、同条第２項に規

定する保管期間を経過した後、当該撤去自転車等を売却し、及びその売却した代金を保管し、又はこれを廃棄

する等の方法により処分することができる。 

２ 前項の規定により売却した撤去自転車等について、第41条第１項の規定による公示の日から起算して６月以

内に、当該撤去自転車等の利用者又は所有者が当該撤去自転車等の返還を求めたときは、前条第１項に規定す
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る費用を徴収した後に、その売却代金を返還するものとする。 

一部改正〔平成７年条例18号・令和２年22号〕 

第６章 雑則 

（委任） 

第44条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、区長が定める。 

一部改正〔平成７年条例18号〕 

付 則 

１ この条例は、昭和59年４月１日から施行する。ただし、第４章の規定は、昭和59年10月１日から施行する。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、東京都世田谷区立駒沢自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が定める。 

（昭和59年５月１日＝昭和59年４月23日付 東京都世田谷区告示第80号） 

３ 第24条から第28条までの規定は、第４章の規定の施行の日以後施設の新築又は増築の工事に着手した者につ

いて適用する。 

４ 第28条から第32条までの規定は、第４章の規定の施行の日以後新たに商業地域等が定められた場合において

は、新たに商業地域等となった日から起算して６月以内に次に掲げる工事に着手した者については、当該工事

に限り、適用しない。 

(１) 当該商業地域等となった区域内における施設の新築又は増築の工事 

(２) 当該敷地が当該商業地域等となった区域と既に商業地域等となっている区域以外の区域にわたる施設の

新築又は増築の工事 

一部改正〔平成７年条例18号〕 

５ 平成30年９月30日において生活保護法に基づく保護を受けていた者のうち、平成30年厚生労働省告示第317号

による改正後の生活保護法による保護の基準（昭和38年厚生省告示第158号）又は次に掲げる通知による改正後

の生活保護の実施に関する処理基準により、同年10月１日以後に当該保護の廃止の決定を受け、かつ、特別区

民税を課されていないものは、当分の間、第25条の２第１号の生活保護法第11条に規定する保護その他これに

類するものを受けている者とみなす。 

(１) 「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（平成30年９月４日付厚生

労働省発社援0904第３号厚生労働事務次官通知） 

(２) 「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（平成30年９月４日付社援

発0904第１号厚生労働省社会・援護局長通知） 

(３) 「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」の一部改正について（通知）（平成30年９月４

日付社援保発0904第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知） 

追加〔平成30年条例66号〕 

付 則（昭和59年９月28日条例第49号） 

この条例は、昭和59年10月１日から施行する。 

付 則（昭和59年12月１日条例第56号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、東京都世田谷区立桜新町自転車等駐車場及び東京都世田谷区立

烏山第二自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（桜新町自転車等駐車場は、昭和59年12月１日＝昭和59年12月１日付 東京都世田谷区告示第207

号・烏山第二自転車等駐車場は、昭和60年１月１日＝昭和59年12月25日付 東京都世田谷区告示第

224号） 

付 則（昭和60年６月19日条例第19号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、東京都世田谷区立豪徳寺自転車等駐車場の公用開始の日は、区

長が別に定める。 

（昭和60年８月１日＝昭和60年８月26日付 東京都世田谷区告示第117号） 

付 則（昭和60年９月27日条例第36号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、東京都世田谷区立用賀自転車等駐車場の公用開始の日は、区長

が別に定める。 

（昭和60年12月１日＝昭和60年11月28日付 東京都世田谷区告示第191号） 

付 則（昭和61年３月29日条例第18号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、東京都世田谷区立喜多見自転車等駐車場及び東京都世田谷区立

等々力自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（昭和61年４月１日＝昭和61年４月１日付 東京都世田谷区告示第69号、第70号） 

付 則（昭和62年６月25日条例第32号） 
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この条例は、公布の日から施行する。ただし、東京都世田谷区立祖師谷南自転車等駐車場の公用開始の日は、

区長が別に定める。 

（昭和62年９月１日＝昭和62年９月１日付 東京都世田谷区告示第153号） 

付 則（昭和63年11月15日条例第37号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、東京都世田谷区立祖師谷北自転車等駐車場の公用開始の日は、

区長が別に定める。 

（平成元年３月１日＝平成元年３月１日付 東京都世田谷区告示第23号） 

付 則（平成元年６月21日条例第40号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、東京都世田谷区立梅丘北自転車等駐車場の公用開始の日は、区

長が別に定める。 

（平成元年９月１日＝平成元年８月24日付 東京都世田谷区告示第133号） 

付 則（平成２年３月14日条例第17号） 

この条例は、平成２年４月１日から施行する。ただし、世田谷区立烏山地下自転車等駐車場の公用開始の日

は、区長が別に定める。 

（平成２年７月１日＝平成２年６月26日付 世田谷区告示第106号） 

付 則（平成３年３月13日条例第12号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立尾山台自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別

に定める。 

（平成３年４月１日＝平成３年３月25日付 世田谷区告示第51号） 

付 則（平成３年６月21日条例第36号） 

この条例は、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。（平成３年

７月規則第57号で、同３年７月８日から施行）ただし、世田谷区立経堂北自転車等駐車場及び世田谷区立経堂南

自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（平成３年９月24日＝平成３年９月21日付 世田谷区告示第187号） 

付 則（平成３年９月21日条例第44号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成３年11月14日条例第50号） 

この条例は、公布の日から起算して２月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。（平成３年

12月規則第72号で、同３年12月15日から施行）ただし、世田谷区立千歳船橋北自転車等駐車場の公用開始の日

は、区長が別に定める。 

（平成４年３月25日＝平成４年３月24日付 世田谷区告示第53号） 

附 則（平成４年３月12日条例第37号） 

この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年６月16日条例第55号） 

この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。（平成４年

６月規則第70号で、同４年７月１日から施行）ただし、世田谷区立八幡山北自転車等駐車場の公用開始の日は、

区長が別に定める。 

（平成４年９月28日＝平成４年９月28日付 世田谷区告示第205号） 

附 則（平成５年３月12日条例第24号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第４の改正規定（「第36条）」を「（第36条関係）」に

改める部分を除く。）は、平成５年９月１日から施行する。 

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定に限る。）による改正後の別表第４の規定は、平成５年９月１

日以後の引取りに係る撤去自転車等の撤去及び保管に要した費用について適用し、同日前の引取りに係る撤去

自転車等の撤去及び保管に要した費用については、なお従前の例による。 

附 則（平成５年６月16日条例第39号） 

この条例中第２条の改正規定は公布の日から、別表第１の改正規定は公布の日から起算して３月を超えない範

囲内において規則で定める日から施行する。（平成５年７月規則第71号で、同５年８月２日から施行）ただし、

世田谷区立用賀西自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（平成５年10月１日＝平成５年９月30日付 世田谷区告示第239号） 

附 則（平成５年11月12日条例第54号） 

この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。（平成６年

１月規則第４号で、同６年１月10日から施行）ただし、世田谷区立桜上水南自転車等駐車場、世田谷区立下高井
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戸南自転車等駐車場及び世田谷区立千歳船橋南自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（桜上水南自転車等駐車場は、平成６年３月１日＝平成６年２月25日付 世田谷区告示第42号・下高

井戸南自転車等駐車場は、平成６年３月31日＝平成６年３月31日付 世田谷区告示第69号・千歳船橋

南自転車等駐車場は、平成６年４月１日＝平成６年３月31日付 世田谷区告示第77号） 

附 則（平成６年３月14日条例第18号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１世田谷区立烏山第一自転車等駐車場の項の改正規定及

び同表世田谷区立烏山第二自転車等駐車場の項を削る改正規定は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年６月15日条例第29号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立千歳船橋北第二自転車等駐車場及び世田谷区立九品

仏南自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（千歳船橋北第二自転車等駐車場は、平成６年８月１日＝平成６年７月26日付 世田谷区告示第167

号・世田谷区立九品仏南自転車等駐車場は、平成６年11月１日＝平成６年10月25日付 世田谷区告示

第226号） 

附 則（平成６年11月11日条例第51号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立明大前南自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が

別に定める。 

（平成７年２月１日＝平成７年１月24日付 世田谷区告示第５号） 

附 則（平成７年３月10日条例第18号） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。ただし、目次の改正規定（「自転車駐車場付置義務」を「自

転車等駐車場附置義務」に改める部分に限る。）、第２条第５号の改正規定、第４章の改正規定（第32条を第

36条とする部分、第31条を第35条とする部分、第30条を第34条とする部分、第29条を第33条とする部分、第28

条を第32条とする部分、第27条を第31条とする部分、第26条を第30条とする部分、第25条を第29条とする部分

及び第24条を第28条とする部分を除く。）及び別表第３の改正規定（「（第24条・第25条・第26条・第27

条）」を「（第28条―第31条関係）」に改める部分及び「物品加工修理場」の下に「、客席、待合室」を加え

る部分を除く。）は、同年10月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する条

例（以下「新条例」という。）第28条から第32条までの規定は、平成７年10月１日以後施設の新築又は増築の

工事に着手した者について適用し、同日前に工事に着手した者については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の世田谷区自転車等放置防止条例（以下「旧条例」とい

う。）第９条第４項の規定により世田谷区自転車等放置防止対策審議会の委員として委嘱され、又は任命され

ている者は、その残任期間に限り、この条例の施行の際に新条例第10条第４項の規定により世田谷区自転車等

駐車対策協議会の委員として委嘱され、又は任命された者とみなす。 

４ この条例の施行の際、現に旧条例第33条の規定により放置自転車等整理区域として指定され、告示されてい

る地域は、この条例の施行の際に新条例第37条の規定により自転車等放置禁止区域として指定され、告示され

た地域とみなす。 

附 則（平成７年６月21日条例第43号） 

この条例は、平成７年８月１日から施行する。ただし、世田谷区立成城北第三自転車等駐車場の公用開始の日

は、区長が別に定める。 

（平成７年９月１日＝平成７年８月31日付 世田谷区告示第249号） 

附 則（平成７年９月27日条例第56号） 

この条例は、平成７年10月２日から施行する。ただし、世田谷区立上野毛北自転車等駐車場の公用開始の日

は、区長が別に定める。 

（平成７年11月１日＝平成７年11月１日付 世田谷区告示第300号） 

附 則（平成８年３月13日条例第17号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立三軒茶屋北自転車等駐車場の公用開始の日は、区長

が別に定める。 

（平成８年５月１日＝平成８年６月10日付 世田谷区告示第166号） 

附 則（平成８年６月19日条例第33号） 

この条例は、平成８年８月１日から施行する。ただし、世田谷区立烏山北自転車等駐車場及び世田谷区立烏山

北第二自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（平成８年９月１日＝平成８年８月30日付 世田谷区告示第239号・第240号） 

附 則（平成８年10月９日条例第41号） 
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この条例は、平成８年11月１日から施行する。ただし、世田谷区立成城南自転車等駐車場及び世田谷区立成城

南第二自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（平成８年12月１日＝平成８年11月29日付 世田谷区告示第295号） 

附 則（平成９年３月12日条例第30号） 

１ この条例は、平成９年４月１日から施行する。ただし、世田谷区立祖師谷南第二自転車等駐車場の公用開始

の日は、同年５月１日とする。 

２ この条例による改正後の第24条から第26条まで、別表第２及び別表第２の２の規定は、平成９年４月１日以

後の使用に係る世田谷区立自転車等駐車場の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）について適用す

る。 

３ この条例の施行前に平成９年４月１日以後の使用に係る使用料又は利用料金を納付した者は、同日以後の使

用に係る当該使用料又は利用料金の額に相当する額の利用料金を、この条例による改正後の第24条に規定する

管理受託者に納付した者とみなす。 

４ この条例の施行前に納付された平成９年４月１日以後の使用に係る使用料又は利用料金の還付については、

この条例による改正前の第18条及び第26条の規定は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

５ この条例による改正前の第17条及び別表第２の規定に基づき発行された使用料に係る回数券は、平成９年４

月１日以後においても、なお使用することができる。この場合において、当該回数券を使用した者について

は、当該回数券の券面に表示する額に相当する額の利用料金の納付があったものとみなす。 

附 則（平成９年10月３日条例第53号） 

この条例は、平成９年11月１日から施行する。ただし、世田谷区立用賀西第二自転車等駐車場の公用開始の日

は、同年12月１日とする。 

附 則（平成10年６月18日条例第43号） 

１ この条例は、平成10年８月１日から施行する。ただし、別表第１の改正規定中世田谷区立下高井戸北自転車

等駐車場に係る部分は、同年９月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、世田谷区立二子玉川西自転車等駐車場及び世田谷区立下高井戸北自転車等駐車場

の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（世田谷区立二子玉川西自転車等駐車場は、平成10年９月１日＝平成10年８月20日付 世田谷区告示

第263号・世田谷区立下高井戸北自転車等駐車場は、平成10年10月１日＝平成10年８月20日付 世田

谷区告示第264号） 

附 則（平成10年10月６日条例第51号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立三軒茶屋中央自転車等駐車場の公用開始の日は、平

成10年11月１日とする。 

附 則（平成11年３月11日条例第18号） 

１ この条例は、平成11年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区自転車条例の規定は、平成11年４月１日以後に撤去した自転車等について

適用し、同日前に撤去した自転車等については、なお従前の例による。 

附 則（平成12年６月26日条例第81号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年９月29日条例第86号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１の改正規定中世田谷区立池ノ上自転車等駐車場に係

る部分は、平成12年10月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、世田谷区立烏山北第三自転車等駐車場、世田谷区立烏山南第二自転車等駐車場及

び世田谷区立烏山南第三自転車等駐車場の公用開始の日は平成12年10月１日とし、世田谷区立池ノ上自転車等

駐車場の公用開始の日は同年11月１日とする。 

附 則（平成13年６月18日条例第47号） 

この条例は、平成13年７月25日から施行する。ただし、世田谷区立代田橋自転車等駐車場の公用開始の日は、

同年９月１日とする。 

附 則（平成13年10月２日条例第55号） 

この条例は、平成14年１月１日から施行する。 

附 則（平成13年12月10日条例第61号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立成城北第四自転車等駐車場の公用開始の日は、区長

が別に定める。 

（平成14年２月１日＝平成14年１月31日付 世田谷区告示第28号） 
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附 則（平成14年３月13日条例第30号） 

１ この条例は、平成14年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区自転車条例（以下「新条例」という。）第28条から第32条まで及び別表第

３の規定は、施行日から起算して６月以内に次に掲げる工事に着手した者については、当該工事に限り、適用

しない。 

(１) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に規定する第一種中高層住居専用地域、第二種

中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地

域、工業地域及び工業専用地域の区域内における施設（近隣商業地域及び商業地域にあっては、新条例第２

条第７号に規定するスポーツ施設及び同条第８号に規定する学習施設（以下「スポーツ施設等」という。）

に限る。）の新築又は増築の工事 

(２) 当該敷地が都市計画法第８条第１項第１号に規定する第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専

用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域の区域と

近隣商業地域及び商業地域の区域以外の区域にわたる施設の新築又は増築の工事 

(３) 当該敷地が都市計画法第８条第１項第１号に規定する近隣商業地域及び商業地域の区域と近隣商業地域

及び商業地域の区域以外の区域にわたるスポーツ施設等の新築又は増築の工事 

３ 新条例第34条第２項の規定は、施行日以後に同条第１項の規定による届出をした者について適用する。 

４ 新条例第36条の２及び第36条の３の規定は、施行日以後に新条例第28条から第33条まで又は第35条の規定に

違反した者について適用する。 

５ 新条例第39条第１項の規定は、施行日以後に放置された自転車等について適用し、施行日前に放置された自

転車等については、なお従前の例による。 

６ 新条例第42条第２項の規定は、施行日以後に撤去した自転車等について適用し、施行日前に撤去した自転車

等については、なお従前の例による。 

附 則（平成14年６月21日条例第47号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区自転車条例の規定は、平成14年９月１日以後の使用に係る世田谷区立自転

車等駐車場の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）について適用し、同日前の使用に係る利用料金に

ついては、なお従前の例による。 

附 則（平成14年10月１日条例第51号） 

この条例は、平成15年１月１日から施行する。 

附 則（平成15年３月13日条例第３号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立成城東自転車等駐車場の公用開始の日は、平成15年

４月１日とする。 

附 則（平成15年６月24日条例第53号） 

１ この条例は、平成15年７月１日から施行する。ただし、第10条の改正規定は、公布の日から施行する。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、世田谷区立下北沢自転車等駐車場、世田谷区立下北沢第二自転車等駐車場及

び世田谷区立下北沢第三自転車等駐車場の公用開始の日は平成15年８月１日とし、世田谷区立三軒茶屋西自転

車等駐車場の公用開始の日は区長が別に定めるものとする。 

（平成15年８月15日＝平成15年８月11日付 世田谷区告示第473号） 

附 則（平成15年10月１日条例第70号） 

この条例は、平成15年10月24日から施行する。 

附 則（平成15年12月９日条例第75号） 

この条例は、平成16年１月１日から施行する。 

附 則（平成16年３月12日条例第25号） 

この条例は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年12月９日条例第50号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１の改正規定は、平成17年３月１日から施行する。 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず、世田谷区立三軒茶屋北第二自転車等駐車場、世田谷区立三軒茶屋二丁目

自転車等駐車場、世田谷区立新代田自転車等駐車場及び世田谷区立東松原自転車等駐車場の公用開始の日は、

区長が別に定める。 

（世田谷区立三軒茶屋北第二自転車等駐車場及び世田谷区立三軒茶屋二丁目自転車等駐車場は、平成

17年４月１日＝平成17年３月28日付 世田谷区告示第261号・世田谷区立新代田自転車等駐車場は、
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平成17年４月１日＝平成17年３月29日付 世田谷区告示第265号・世田谷区立東松原自転車等駐車場

は、平成17年４月１日＝平成17年３月29日付 世田谷区告示第264号） 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の世田谷区自転車条例第23条の規定により管理を委託してい

る世田谷区立自転車等駐車場（以下「区立自転車等駐車場」という。）については、平成18年９月１日（同日

前にこの条例による改正後の世田谷区自転車条例（以下「新条例」という。）第23条の規定により、区長が当

該区立自転車等駐車場に係る指定管理者（新条例第13条第２項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）の

指定をしたときは、当該指定の日）までの間は、なお従前の例による。 

４ 区長は、前項の規定によりなお従前の例によることとされた区立自転車等駐車場について指定管理者を指定

しようとする場合において、当該区立自転車等駐車場の管理を受託している者から新条例第23条の２第２項の

申請があったときは、同項の事業計画書その他規則で定める書類を同条第３項に規定する基準に基づき審査

し、かつ、当該区立自転車等駐車場の管理に関する実績を考慮し、当該受託している者が当該区立自転車等駐

車場の設置の目的を効果的に達成することができると認めた場合には、同条第１項に規定する手続によらない

で、当該受託している者を指定管理者の候補者として選定することができる。 

附 則（平成17年３月14日条例第22号） 

１ この条例は、平成17年４月１日から施行する。ただし、別表第１に世田谷区立二子玉川西多摩堤自転車等駐

車場の項を加える改正規定は、同年３月31日から施行する。 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず、世田谷区立二子玉川西多摩堤自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が

別に定める。 

（平成17年７月１日＝平成17年６月28日付 世田谷区告示第592号） 

附 則（平成17年６月21日条例第42号） 

この条例は、平成17年９月１日から施行する。 

附 則（平成17年12月９日条例第90号） 

１ この条例は、平成18年３月31日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、世田谷区立烏山南第四自転車等駐車場、世田谷区立芦花公園北自転車等駐車場及

び世田谷区立芦花公園南自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（平成18年４月１日＝平成18年３月31日付 世田谷区告示第287号） 

附 則（平成18年３月14日条例第43号） 

この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年10月３日条例第68号） 

この条例は、平成18年11月30日から施行する。ただし、世田谷区立自由が丘駅第一自転車等駐車場の公用開始

の日は、区長が別に定める。 

（平成18年12月１日＝平成18年10月23日付 世田谷区告示第761号） 

附 則（平成20年３月11日条例第31号） 

１ この条例は、平成20年４月１日から施行する。ただし、別表第１に世田谷区立烏山中央自転車等駐車場の項

を加える改正規定は、同月11日から施行する。 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず、世田谷区立烏山中央自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定め

る。 

（平成20年４月26日＝平成20年４月25日付 世田谷区告示第400号） 

附 則（平成21年３月９日条例第16号） 

１ この条例は、平成21年４月１日から施行する。ただし、第25条の２第１号の改正規定は、公布の日から施行

する。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、世田谷区立上町自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（平成21年４月１日＝平成21年３月９日付 世田谷区告示第138号） 

附 則（平成21年６月22日条例第34号） 

この条例は、平成21年７月16日から施行する。ただし、世田谷区立下高井戸西自転車等駐車場の公用開始の日

は、区長が別に定める。 

（平成21年７月17日＝平成21年７月16日付 世田谷区告示第490号） 

附 則（平成21年９月30日条例第41号） 

この条例は、平成21年11月１日から施行する。 

附 則（平成21年12月８日条例第56号） 

この条例は、平成21年12月15日から施行する。ただし、世田谷区立松原自転車等駐車場の公用開始の日は、区
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長が別に定める。 

（平成21年12月15日＝平成21年12月14日付 世田谷区告示第801号） 

附 則（平成22年３月９日条例第22号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年３月８日条例第19号） 

この条例は、平成23年４月１日から施行する。ただし、世田谷区立池尻大橋自転車等駐車場の公用開始の日

は、区長が別に定める。 

（平成23年４月１日＝平成23年３月31日付 世田谷区告示第236号） 

附 則（平成24年10月２日条例第43号） 

この条例は、平成24年11月１日から施行する。ただし、世田谷区立三軒茶屋北第三自転車等駐車場の公用開始

の日は、区長が別に定める。 

（平成24年11月１日＝平成24年10月31日付 世田谷区告示第734号） 

附 則（平成25年６月17日条例第32号） 

この条例は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則（平成25年10月１日条例第41号） 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の付則第５項の規定は、平成25年８月１日から適用

する。 

附 則（平成26年３月７日条例第19号） 

この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月９日条例第21号） 

この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、世田谷区立世田谷駅南自転車等駐車場の公用開始の日

は、区長が別に定める。 

（平成27年４月１日＝平成27年３月31日付 世田谷区告示第242号） 

附 則（平成27年６月26日条例第31号） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

(１) 別表第１に次のように加える改正規定（世田谷区立烏山駅前自転車等駐車場に係る部分に限る。） 平

成27年10月１日 

(２) 別表第１に次のように加える改正規定（世田谷区立烏山東自転車等駐車場に係る部分に限る。） 平成

27年11月１日 

(３) 別表第１に次のように加える改正規定（世田谷区立新烏山南自転車等駐車場に係る部分に限る。） 規

則で定める日 

(４) 別表第１世田谷区立烏山南自転車等駐車場の項を削る改正規定 平成28年４月１日 

２ 前項の規定にかかわらず、世田谷区立烏山駅前自転車等駐車場、世田谷区立烏山東自転車等駐車場及び世田

谷区立新烏山南自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 

（世田谷区立烏山駅前自転車等駐車場は、平成27年10月１日＝平成27年９月30日付 世田谷区告示第

608号） 

附 則（平成27年10月２日条例第43号） 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

(１) 別表第１に次のように加える改正規定（世田谷区立下高井戸南第二自転車等駐車場に係る部分に限

る。） 平成27年12月21日 

(２) 別表第１に次のように加える改正規定（世田谷区立下高井戸駅前自転車等駐車場に係る部分に限る。） 

平成28年１月４日 

(３) 別表第１世田谷区立下高井戸南自転車等駐車場の項及び世田谷区立下高井戸西自転車等駐車場の項を削

る改正規定 平成28年１月８日 

附 則（平成28年３月８日条例第24号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。ただし、第２条第６号の改正規定及び別表第３遊技場等の項の

改正規定は、平成28年６月23日から施行する。 

附 則（平成29年12月８日条例第66号） 

この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年10月１日条例第66号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立駒沢第二自転車等駐車場及び世田谷区立千歳船橋西

自転車等駐車場の公用開始の日は、区長が別に定める。 
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附 則（令和２年３月４日条例第22号） 

１ この条例は、令和２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第５条第３項の改正規

定及び同条に５項を加える改正規定（第６項に係る部分に限る。）は、同年10月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の世田谷区自転車条例（以下「改正後の条例」という。）第39条の規定は、施行日以

後に放置された自転車等（改正後の条例第２条第２項第１号に規定する自転車等をいう。以下同じ。）につい

て適用し、施行日前に放置された自転車等については、なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第42条第２項の規定は、施行日以後に撤去した自転車等について適用し、施行日前に撤去した

自転車等については、なお従前の例による。 

別表第１（第12条関係） 

 名称 位置  

 世田谷区立駒沢自転車等駐車場 東京都世田谷区駒沢二丁目６番17号  

 世田谷区立烏山南自転車等駐車場 東京都世田谷区上祖師谷一丁目38番13号  

 世田谷区立桜新町自転車等駐車場 東京都世田谷区桜新町二丁目７番15号  

 世田谷区立用賀自転車等駐車場 東京都世田谷区用賀四丁目５番５号先  

 世田谷区立等々力自転車等駐車場 東京都世田谷区等々力三丁目２番２号  

 世田谷区立烏山地下自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山六丁目２番21号  

 世田谷区立尾山台自転車等駐車場 東京都世田谷区尾山台三丁目34番14号  

 世田谷区立経堂南自転車等駐車場 東京都世田谷区経堂一丁目12番11号  

 世田谷区立千歳船橋北自転車等駐車場 東京都世田谷区船橋一丁目13番２号  

 世田谷区立成城北第二自転車等駐車場 東京都世田谷区成城六丁目14番10号  

 世田谷区立八幡山北自転車等駐車場 東京都世田谷区上北沢四丁目35番12号  

 世田谷区立用賀西自転車等駐車場 東京都世田谷区用賀四丁目９番８号  

 世田谷区立桜上水南自転車等駐車場 東京都世田谷区桜上水四丁目18番13号  

 世田谷区立下高井戸南自転車等駐車場 東京都世田谷区松原三丁目27番30号  

 世田谷区立千歳船橋南自転車等駐車場 東京都世田谷区桜丘二丁目22番１号  

 世田谷区立九品仏南自転車等駐車場 東京都世田谷区奥沢六丁目25番９号  

 世田谷区立明大前南自転車等駐車場 東京都世田谷区松原二丁目22番６号  

 世田谷区立上野毛北自転車等駐車場 東京都世田谷区上野毛一丁目27番13号  

 世田谷区立三軒茶屋北自転車等駐車場 東京都世田谷区太子堂二丁目16番１号  

 世田谷区立烏山北自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山六丁目６番先  

 世田谷区立烏山北第二自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山六丁目30番先  

 世田谷区立用賀西第二自転車等駐車場 東京都世田谷区用賀四丁目10番先  

 世田谷区立二子玉川西自転車等駐車場 東京都世田谷区玉川三丁目15番３号  

 世田谷区立下高井戸北自転車等駐車場 東京都世田谷区松原三丁目31番１号  

 世田谷区立三軒茶屋中央自転車等駐車場 東京都世田谷区三軒茶屋二丁目11番先  

 世田谷区立烏山北第三自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山四丁目10番４号  

 世田谷区立烏山南第二自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山五丁目10番11号  

 世田谷区立烏山南第三自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山五丁目18番19号  

 世田谷区立池ノ上自転車等駐車場 東京都世田谷区代沢二丁目42番18号  

 世田谷区立代田橋自転車等駐車場 東京都世田谷区大原二丁目21番先  

 世田谷区立下北沢自転車等駐車場 東京都世田谷区北沢二丁目２番13号  

 世田谷区立下北沢第二自転車等駐車場 東京都世田谷区北沢一丁目38番10号  

 世田谷区立下北沢第三自転車等駐車場 東京都世田谷区北沢一丁目40番11号  

 世田谷区立三軒茶屋西自転車等駐車場 東京都世田谷区太子堂四丁目20番８号  

 世田谷区立三軒茶屋北第二自転車等駐車場 東京都世田谷区太子堂二丁目20番４号  

 世田谷区立三軒茶屋二丁目自転車等駐車場 東京都世田谷区三軒茶屋二丁目14番９号  

 世田谷区立東松原自転車等駐車場 東京都世田谷区松原五丁目２番12号  

 世田谷区立二子玉川西多摩堤自転車等駐車場 東京都世田谷区玉川一丁目12番７号先  

 世田谷区立烏山南第四自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山五丁目20番１号  

 世田谷区立芦花公園北自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山三丁目２番１号  
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 世田谷区立自由が丘駅第一自転車等駐車場 東京都世田谷区奥沢五丁目42番14号  

 世田谷区立烏山中央自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山五丁目17番23号  

 世田谷区立上町自転車等駐車場 東京都世田谷区世田谷一丁目25番先、世田谷二丁目１番先

及び４番先並びに世田谷三丁目３番先 

 

 世田谷区立下高井戸西自転車等駐車場 東京都世田谷区赤堤四丁目42番15号  

 世田谷区立松原自転車等駐車場 東京都世田谷区赤堤四丁目１番１号先  

 世田谷区立池尻大橋自転車等駐車場 東京都世田谷区池尻三丁目２番先  

 世田谷区立三軒茶屋北第三自転車等駐車場 東京都世田谷区太子堂二丁目16番11号  

 世田谷区立新代田自転車等駐車場 東京都世田谷区代田六丁目34番13号  

 世田谷区立世田谷駅南自転車等駐車場 東京都世田谷区世田谷四丁目７番16号  

 世田谷区立烏山駅前自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山五丁目13番１号  

 世田谷区立烏山東自転車等駐車場 東京都世田谷区南烏山二丁目25番10号  

 世田谷区立新烏山南自転車等駐車場 東京都世田谷区上祖師谷一丁目37番10号  

 世田谷区立下高井戸南第二自転車等駐車場 東京都世田谷区松原三丁目15番11号  

 世田谷区立下高井戸駅前自転車等駐車場 東京都世田谷区赤堤四丁目40番11号  

 世田谷区立下北沢東自転車等駐車場 東京都世田谷区北沢一丁目46番先  

 世田谷区立駒沢第二自転車等駐車場 東京都世田谷区上馬四丁目３番20号  

 世田谷区立千歳船橋西自転車等駐車場 東京都世田谷区桜丘五丁目21番  

一部改正〔昭和59年条例49号・56号・60年19号・36号・61年18号・62年32号・63年37号・平成元年40

号・２年17号・３年12号・36号・50号・４年37号・55号・５年39号・54号・６年18号・29号・51号・

７年18号・43号・56号・８年17号・33号・41号・９年30号・53号・10年43号・51号・12年86号・13年

47号・55号・61号・14年51号・15年３号・53号・75号・16年25号・50号・17年22号・42号・90号・18

年43号・68号・20年31号・21年16号・34号・41号・56号・22年22号・23年19号・24年43号・25年32

号・41号・26年19号・27年21号・31号・43号・29年66号・30年66号〕 

別表第２（第24条関係） 

１ 定期 

 
種別 屋根 

利用料金（１月）  

 一般 学生等 障害者 学生等である障害者  

 自転車 有 2,000円 1,700円 1,000円 850円  

   無 1,800円 1,500円 900円 750円  

 原動機付自転車 3,000円 3,000円 1,500円 1,500円  

 自動二輪車 10,000円 10,000円 5,000円 5,000円  

２ 日ぎめ 

 区分 利用料金（１回）  

 自転車 100円  

 原動機付自転車 200円  

 自動二輪車 800円  

３ 時間ぎめ 

 区分 利用料金  

 自転車 24時間以内 300円  

 原動機付自転車 24時間以内 400円  

 自動二輪車 24時間以内 800円  

備考 

１ この表において「学生等」とは、大学、高等学校、中学校、小学校その他の規則で定める学校に在学

し、教育を受ける学生、生徒、児童等をいう。 

２ この表において「障害者」とは、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に規定する身体障

害者手帳の交付を受けている者及び東京都愛の手帳交付要綱（昭和42年３月20日42民児精発第58号）第１

条に規定する愛の手帳の交付を受けている者並びにこれらに準ずる者をいう。 

全部改正〔平成９年条例30号〕、一部改正〔平成14年条例30号・47号・15年70号・20年31号・令和２

年22号〕 
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別表第２の２（第25条関係） 

 種類 発行価額  

 自転車用回数券（100円券 12枚つづり） 1,000円  

 原動機付自転車用回数券（200円券 12枚つづり） 2,000円  

 自動二輪車用回数券（800円券 12枚つづり） 8,000円  

追加〔平成９年条例30号〕、一部改正〔令和２年条例22号〕 

別表第３（第28条―第31条関係） 

 施設の用途 施設の規模 自転車等駐車場の規模 備考  

 大規模店舗 店舗面積が200平方メー

トル以上のもの 

店舗面積20平方メートル

ごとに１台（１台に満た

ない端数は切り捨てる。

以下同じ。） 

店舗面積とは、売場、売場間の通路、

ショーウインドー、ショールーム、承

り所、物品加工修理場、客席、待合室

その他の利用者のために設けてある場

所の床面積をいう。 

 

 金融機関 店舗面積が250平方メー

トル以上のもの 

店舗面積25平方メートル

ごとに１台 

店舗面積とは、銀行室又はこれに準ず

る室、銀行室又はこれに準ずる室に係

る待合室、応接室その他の金融機関と

しての業務に係る利用者のために設け

てある場所の床面積をいう。 

 

 遊技場等 店舗面積が150平方メー

トル以上のもの 

店舗面積10平方メートル

ごとに１台 

店舗面積とは、風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法律第２条第

１項第４号及び第５号に規定する営業

を行うための施設にあっては遊技室、

景品交換所その他の利用者のために設

けてある場所の床面積を、興行場法第

１条第１項に規定する施設にあっては

舞台、客席、切符売場その他の利用者

のために設けてある場所の床面積をい

う。 

 

 スポーツ施設 施設面積が300平方メー

トル以上のもの 

施設面積25平方メートル

ごとに１台 

施設面積とは、競技場、運動場、マッ

サージ室、休憩室、観覧席その他の利

用者のために設けてある場所の床面積

をいう。 

 

 学習施設 施設面積が200平方メー

トル以上のもの 

施設面積15平方メートル

ごとに１台 

施設面積とは、教室、講堂、実習室、

図書室、資料室その他の利用者のため

に設けてある場所の床面積をいう。 

 

一部改正〔昭和63年条例37号・平成７年18号・14年30号・28年24号〕 

別表第４（第42条関係） 

 自転車 3,000円  

 原動機付自転車 4,000円  

 普通自動二輪車で総排気量0.25リットル以下のもの 7,000円  

 普通自動二輪車で総排気量0.25リットルを超えるも

の及び大型自動二輪車 
8,000円 

 

全部改正〔令和２年条例22号〕 
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・世田谷区自転車条例施行規則 

昭和59年３月31日 

規則第13号 

  

 改正 昭和62年10月30日規則第71号 平成元年８月22日規則第62号  

   平成２年３月31日規則第29号 平成３年３月30日規則第22号  

   平成３年９月21日規則第67号 平成４年３月31日規則第31号  

   平成４年７月31日規則第85号 平成５年３月31日規則第30号  

   平成５年６月１日規則第43号 平成６年６月30日規則第83号  

   平成７年３月31日規則第43号 

〔題名改正〕 

平成９年３月31日規則第73号 

〔題名改正〕 

 

   平成12年６月26日規則第111号 平成14年１月31日規則第４号  

   平成14年３月29日規則第47号 平成14年６月21日規則第69号  

   平成14年10月１日規則第84号 平成15年３月13日規則第13号  

   平成15年６月24日規則第85号 平成15年10月31日規則第116号  

   平成15年12月９日規則第126号 平成16年３月12日規則第８号  

   平成16年12月９日規則第83号 平成17年３月15日規則第16号  

   平成17年５月31日規則第91号 平成18年３月14日規則第11号  

   平成18年10月23日規則第113号 平成20年３月31日規則第34号  

   平成21年３月９日規則第19号 平成21年12月８日規則第94号  

   平成23年３月31日規則第31号 平成27年12月28日規則第141号  

  令和２年３月４日規則第18号 

〔世田谷区自転車条例施行規則の一部を改正す

る規則〕 

  

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、世田谷区自転車条例（昭和59年３月世田谷区条例第14号。以下「条例」という。）の施行

について必要な事項を定めるものとする。 

一部改正〔平成２年規則８号・７年43号・９年73号〕 

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

（地域における自転車等の駐車対策の推進） 

第３条 区長は、条例第３条第３項の規定に基づき、必要に応じて次に掲げる施策を推進するものとする。 

(１) 地域の区民等による自転車等の駐車対策に関する協議会等（以下「地域協議会等」という。）の設置 

(２) 地域協議会等への区民及び関係機関の参加 

(３) 地域協議会等による自転車等の駐車対策に関する啓発活動の支援 

追加〔平成７年規則43号〕 

（自転車等駐車対策協議会の組織） 

第４条 条例第10条に規定する世田谷区自転車等駐車対策協議会（以下「協議会」という。）は、次に掲げる者

をもって組織する。 

(１) 区民 ９人以内 

(２) 自転車等の駐車対策について知識又は経験を有すると認められる者 ４人以内 

(３) 警察署、消防署、道路管理を行う官公署等自転車等の駐車対策について関係を有する機関の職員 ４人

以内 

(４) 鉄道事業者の社員 ３人以内 

一部改正〔平成３年規則67号・５年30号・７年43号・12年111号・15年85号〕 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員が互選する。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

一部改正〔平成７年規則43号〕 
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（会議） 

第６条 協議会は、会長が召集する。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

一部改正〔平成７年規則43号〕 

（委員でない者の出席） 

第７条 協議会は、特に必要があると認めたときは、専門的事項について学識経験のある者その他関係人の出席

を求め、その意見又は説明を聴取することができる。 

一部改正〔平成７年規則43号〕 

（最寄りの駅の改札口からの距離） 

第８条 条例第13条第１項第１号に規定する規則で定める距離は、別表第１左欄に掲げる世田谷区立自転車等駐

車場（以下「区立自転車等駐車場」という。）の最寄りの駅につき、それぞれ同表右欄に掲げる距離とする。 

一部改正〔平成７年規則43号・14年４号・47号〕 

（区立自転車等駐車場の休場日） 

第９条 条例第16条に規定する使用期間の単位のうち日ぎめ使用（以下「日ぎめ使用」という。）の場合及び地

下等に設置されている区立自転車等駐車場で防犯上支障があるものについては、次に掲げる日は休場日とす

る。 

(１) １月１日から同月３日まで 

(２) 12月29日から同月31日まで 

一部改正〔平成７年規則43号・14年47号〕 

（定期使用の際の使用申請） 

第10条 条例第14条第１項に規定する申請は、条例第16条に規定する使用期間の単位のうち定期使用（以下「定

期使用」という。）にあっては、自転車等駐車場使用申請書により行わなければならない。 

一部改正〔平成７年規則43号・16年83号・20年34号〕 

（定期使用の際の使用承認） 

第11条 指定管理者は、前条の申請に対する承認の際に、当該申請に係る区立自転車等駐車場が収容できる自転

車等の台数並びに申請をした者が自転車等を利用する距離及び利用できる他の交通機関の有無を考慮すること

ができる。 

２ 指定管理者は、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に規定する身体障害者手帳の交付を受けて

いる者及び東京都愛の手帳交付要綱（昭和42年３月20日42民児精発第58号）第１条に規定する愛の手帳の交付

を受けている者並びにこれらに準ずる者（以下「障害者」という。）から区立自転車等駐車場の定期使用の申

請があった場合は、優先して定期使用を承認することができる。 

３ 指定管理者は、区立自転車等駐車場の定期使用を承認することに決定したときは、自転車等駐車場使用承認

通知書により申請をした者に通知する。 

４ 指定管理者は、区立自転車等駐車場の定期使用を不承認とすることに決定したときは、その旨及びその理由

を記載した書面により申請をした者に通知する。 

一部改正〔平成元年規則62号・４年85号・９年73号・14年47号・69号・16年83号・20年34号〕 

（定期駐車券等） 

第12条 指定管理者は、区立自転車等駐車場の定期使用の承認を受けた者（以下「定期使用者」という。）に対

し、使用者カード、定期駐車券及び定期駐車用ステッカー（料金納付機が設置されていない区立自転車等駐車

場にあっては、定期駐車用ステッカー）を交付するものとする。 

２ 使用者カード及び定期駐車券の交付を受けた定期使用者は、区立自転車等駐車場の使用に当たっては、使用

者カード及び定期駐車券を携帯しなければならない。 

３ 定期使用者は、定期駐車用ステッカーを自転車等の後部の見やすい所に貼り付けなければならない。 

全部改正〔平成９年規則73号〕、一部改正〔平成16年規則83号・20年34号・令和２年18号〕 

（定期使用の更新手続） 

第13条 定期使用者は、使用を承認された期間（以下「使用期間」という。）満了後も引き続き区立自転車等駐

車場を使用しようとするときは、使用期間満了の日までに、更新手続を行わなければならない。 

２ 前項の更新手続は、料金納付機が設置されている区立自転車等駐車場にあっては使用者カードを提示し、及

び条例第24条に規定する利用料金（以下「利用料金」という。）を納付する方法により、料金納付機が設置さ

れていない区立自転車等駐車場にあっては指定管理者が定期駐車用ステッカーを確認し、及び定期使用者が利

用料金を納付する方法により行うものとする。 
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３ 前項の場合において、指定管理者は、必要と認める書類の提示を求めることができる。 

追加〔平成７年規則43号〕、一部改正〔平成９年規則73号・16年83号・20年34号・令和２年18号〕 

（使用者カード等の再交付） 

第14条 定期使用者は、使用者カード、定期駐車券又は定期駐車用ステッカーを紛失し、又は損傷したときは、

使用者カード等再交付申請書を指定管理者に提出して再交付を受けなければならない。 

一部改正〔平成７年規則43号・９年73号・16年83号・20年34号・令和２年18号〕 

（住所等の変更届） 

第15条 定期使用者は、住所、氏名、電話番号又は自転車等を変更したときは、住所等変更届を指定管理者に提

出しなければならない。この場合において、自転車等の変更にあっては定期駐車用ステッカーの再交付を受

け、第12条第３項に規定するところに準じ、貼り付けなければならない。 

一部改正〔平成元年規則62号・７年43号・９年73号・16年83号・20年34号・令和２年18号〕 

（定期使用の中止） 

第16条 定期使用者は、使用を中止するときは、自転車等駐車場使用取消届を指定管理者に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の届には、料金納付機が設置されている区立自転車等駐車場に係るものにあっては、使用者カードを添

付しなければならない。 

一部改正〔平成５年規則30号・７年43号・９年73号・16年83号・20年34号〕 

（日ぎめ使用の際の使用申請等） 

第17条 条例第14条第１項に規定する申請は、日ぎめ使用にあっては、使用日当日に利用料金を納付する方法又

は条例第25条に規定する回数券（以下「回数券」という。）を１枚提示する方法により行うこととし、承認

は、日ぎめ駐車券を交付し、又は当該回数券に日付印を押す方法により行うこととする。ただし、磁気式日ぎ

め駐車券交付機を設置している区立自転車等駐車場の日ぎめ使用の申請及び承認については、この限りでな

い。 

一部改正〔平成元年規則62号・２年29号・７年43号・９年73号・16年83号〕 

（日ぎめ使用の単位） 

第18条 区立自転車等駐車場の日ぎめ使用の単位は、暦日使用することをもって１回とする。 

全部改正〔平成２年規則29号〕、一部改正〔平成14年規則47号〕 

（時間ぎめ使用の際の使用申請等） 

第18条の２ 条例第14条第１項に規定する申請は、時間ぎめ使用にあっては、その使用に係る装置に自転車等を

固定する方法又は自転車等駐車場に入場する際に駐車券の交付を請求する方法により行うこととし、当該装置

の作動又は当該駐車券の交付をもって当該使用の承認があったものとする。 

全部改正〔平成20年規則34号〕 

（使用者カードの提示等） 

第19条 定期使用者は、指定管理者から使用者カード又は定期駐車券の提示を求められたときは、当該使用者カ

ード又は定期駐車券を提示しなければならない。 

２ 第17条の承認を受けた者（同条ただし書に規定する区立自転車等駐車場の日ぎめ使用の承認を受けた者を除

く。）は、日ぎめ駐車券又は回数券を自転車等のハンドルの部分に取り付けておかなければならない。 

一部改正〔平成元年規則62号・２年29号・７年43号・９年73号・16年83号・20年34号・令和２年18

号〕 

（指定管理者の公募の方法） 

第20条 条例第23条の２第１項に規定する公募は、次に掲げる事項を明示して行うものとする。 

(１) 指定管理者に管理を行わせる区立自転車等駐車場の名称及び位置 

(２) 指定管理者が行う業務の内容 

(３) 指定管理者に管理を行わせる期間 

(４) 指定管理者の候補者を選定する基準 

(５) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

全部改正〔平成16年規則83号〕 

（指定申請書の提出） 

第21条 条例第23条の２第２項の規定により指定管理者の指定の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した指

定申請書を区長に提出しなければならない。 

(１) 団体の名称、事務所の所在地及び代表者の氏名 

(２) 指定管理者として管理を行うことを希望する区立自転車等駐車場の名称 
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(３) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 条例第23条の２第２項に規定する規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(１) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類） 

(２) 事業の経歴及び概要を示す書類 

(３) 財務状況及び経営状況に関する書類 

(４) 区立自転車等駐車場の管理の業務に係る収支計画書 

(５) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

全部改正〔平成16年規則83号〕、一部改正〔平成17年規則91号〕 

（選定委員会） 

第21条の２ 条例第23条の２第３項の規定による審査を行うため、世田谷区区立自転車等駐車場指定管理者選定

委員会（以下「選定委員会」という。）を置く。 

２ 選定委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

追加〔平成16年規則83号〕 

（指定の通知等） 

第21条の３ 区長は、条例第23条の２第４項の規定により指定管理者を指定したときは、次に掲げる事項を記載

した指定通知書により、指定管理者に通知する。 

(１) 指定管理者の名称、事務所の所在地及び代表者の氏名 

(２) 指定管理者として管理を行わせる区立自転車等駐車場の名称及び位置 

(３) 指定の期間 

(４) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 区長は、条例第23条の２第２項の規定により指定管理者の指定の申請をした者（以下「申請者」という。）

について、同条第３項の規定による選定をしなかったとき、又は同条第４項の規定による指定をしなかったと

きは、申請者にその旨を通知する。 

追加〔平成16年規則83号〕 

（指定管理者の指定の公告） 

第21条の４ 条例第23条の２第５項の規定による公告は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(１) 指定管理者として管理を行わせる区立自転車等駐車場の名称 

(２) 指定管理者の名称及び事務所の所在地 

(３) 指定の期間 

追加〔平成16年規則83号〕 

（管理に関する協定） 

第21条の５ 区長と指定管理者とは、区立自転車等駐車場の管理に関し必要な協定を締結するものとする。 

２ 前項の協定には、条例第23条の３から第26条までに規定するもののほか、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

(１) 区立自転車等駐車場の管理の業務及び管理の業務に係る収支の報告に関する事項 

(２) 区立自転車等駐車場の管理の業務の調査及び検査に関する事項 

(３) 指定管理者の指定の取消し及び管理の業務の停止に関する事項 

(４) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

追加〔平成16年規則83号〕 

（利用料金の一部の区への納付） 

第21条の６ 条例第24条第５項の規定により区長が指定管理者に納付させることができる利用料金の額は、指定

管理者が納付を受けた利用料金の総額から、区立自転車等駐車場の管理に要する費用の合計額を控除した額に

区長が別に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 前項に規定する区立自転車等駐車場の管理に要する費用は、次のとおりとする。 

(１) 区立自転車等駐車場の運営に要する費用 

(２) 区立自転車等駐車場の運営に係る職員の雇用に要する費用 

(３) 区立自転車等駐車場の施設及び附帯設備の維持管理に要する費用 

(４) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認めた費用 

追加〔平成16年規則83号〕 

（利用料金の還付） 

第22条 条例第26条の規定により利用料金を還付する場合及びその額は、次に定めるところによる。 

(１) 第16条の規定により定期使用の中止の届出が使用期間前にあったとき。 全額 
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(２) 第16条の規定により定期使用の中止の届出があった場合で次に掲げるとき。 

ア 当該届出があった日の翌日において、残存する使用期間が１月以上２月未満のとき。 １月分の利用料

金に相当する額 

イ 当該届出があった日の翌日において、残存する使用期間が２月以上３月未満のとき。 ２月分の利用料

金に相当する額 

ウ 当該届出があった日の翌日において、残存する使用期間が３月以上４月未満のとき。 ３月分の利用料

金に相当する額 

エ 当該届出があった日の翌日において、残存する使用期間が４月以上５月未満のとき。 ４月分の利用料

金に相当する額 

オ 当該届出があった日の翌日において、残存する使用期間が５月以上６月未満のとき。 ５月分の利用料

金に相当する額 

追加〔平成５年規則30号〕、一部改正〔平成７年規則43号・９年73号・16年83号・20年34号〕 

（自動二輪車の使用の特例） 

第22条の２ 条例第26条の２第１項の規則で定める区立自転車等駐車場の名称及び区分は、別表第２に定めると

おりとする。 

２ 第８条から前条までの規定は、自動二輪車による区立自転車等駐車場の使用について準用する。 

追加〔令和２年規則18号〕 

（使用申請等の様式） 

第22条の３ 第10条から第17条まで、第19条、第22条及び前条の規定により必要とする書類の様式は、あらかじ

め区長の承認を得て指定管理者が別に定める。 

追加〔平成16年規則83号〕、一部改正〔令和２年規則18号〕 

（新築施設における自転車等駐車場の設置場所） 

第23条 条例第28条第１項の規則で定める場所は、当該施設の入口から概ね50メートル以内で、自転車等の利用

者が利用しやすい場所とする。 

一部改正〔平成７年規則43号・14年47号〕 

（誘導員の設置） 

第23条の２ 区長は、条例第28条第２項に規定する誘導員の設置については、店舗等の営業形態、自転車等駐車

場の設置場所等を考慮するものとする。 

２ 区長は、特定の曜日又は時間を指定して、前項の誘導員を設置させることができる。 

追加〔平成14年規則47号〕 

（自転車等駐車場の構造及び設備） 

第23条の３ 条例第33条第２項に規定する自転車等駐車場の構造及び設備は、次のとおりとする。 

(１) 自転車等駐車場内の通路の幅は、1.5メートル以上とすること。 

(２) 平置式（効率的に駐車することができる装置を用いるものを除く。）の自転車等駐車場においては、１

台ごとの枠を表示すること。 

(３) 前号の自転車等駐車場の１台当たりの駐車部分の面積は、1.2平方メートル以上で、幅は0.45メートル以

上、奥行きは２メートル以上とし、通路との交差角を45度以上とすること。 

追加〔平成14年規則47号〕 

（自転車等駐車場の設置の届出等） 

第24条 条例第34条第１項に規定する届出は、大規模店舗等自転車等駐車場設置（変更）届出書（第10号様式）

により行わなければならない。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 施設の位置図 

(２) 配置図 

(３) 施設の各階平面図 

(４) 自転車等駐車場平面図 

(５) 自転車等駐車場構造図 

３ 条例第34条第２項に規定する届出は、大規模店舗等自転車等駐車場設置（変更）工事完了届（第10号の２様

式）に自転車等駐車場のしゅん工写真を添付することにより行わなければならない。 

一部改正〔平成７年規則43号・14年47号〕 

（措置命令書） 

第25条 条例第36条の２第２項に規定する措置命令書は、措置命令書（第11号様式）によるものとする。 
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全部改正〔平成14年規則47号〕 

（自転車等放置禁止区域標識等の設置） 

第26条 区長は、条例第37条第１項の規定により自転車等放置禁止区域を指定したときは、当該自転車等放置禁

止区域内に自転車等放置禁止区域標識、立看板その他当該区域が自転車等放置禁止区域であることを十分に周

知するために必要なものを設置するものとする。 

一部改正〔平成７年規則43号・令和２年18号〕 

（撤去の方法） 

第27条 区長は、条例第22条第１項、第38条若しくは第39条第２項若しくは第３項の規定により撤去しようとす

る自転車等又は条例第26条の２第２項において準用する条例第22条第１項の規定により撤去しようとする自動

二輪車（以下「撤去対象自転車等」という。）を撤去するに当たり、撤去対象自転車等がガードレール、電柱

その他の工作物にチェーン等により結び付けられている場合において、当該チェーン等を切断しなければ当該

撤去対象自転車等を撤去することができないときは、当該チェーン等を切断の上撤去することができる。この

場合において、切断したチェーン等の賠償の責めは負わないものとする。 

追加〔平成４年規則85号〕、一部改正〔平成７年規則43号・９年73号・令和２年18号〕 

（放置自転車等整理誘導員の委嘱） 

第28条 条例第40条に規定する放置自転車等整理誘導員（以下「整理誘導員」という。）は、区長が区民等の中

から選任し、委嘱するものとする。この場合において、委嘱する整理誘導員に対し、委嘱状及び放置自転車等

整理誘導員証（第13号様式）等を交付するものとする。 

２ 整理誘導員は、放置自転車等整理誘導員証を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければ

ならない。 

追加〔平成７年規則43号〕、一部改正〔平成14年規則47号〕 

（保管の公示方法） 

第29条 条例第41条第１項の規定による公示は、撤去自転車等を保管している場所に、当該撤去自転車等を保管

している旨その他の事項を提示することにより行うものとする。 

追加〔平成７年規則43号〕 

（返還通知） 

第30条 条例第41条第３項の規定により撤去自転車等を引き取らせる場合の通知は、次に掲げる事項を記載した

書面により行うものとする。 

(１) 返還の場所、時間及び期限 

(２) 撤去自転車等の防犯登録番号又は標識番号 

(３) 前２号のほか、区長が必要と認めた事項 

一部改正〔平成７年規則43号・９年73号〕 

（返還申請書） 

第31条 撤去自転車等を引き取ろうとする者は、引き取ろうとする際、返還申請書（第14号様式）を区長に提出

しなければならない。 

一部改正〔平成７年規則43号〕 

（費用の徴収） 

第32条 条例第42条第１項の規則で定める額は、別表第３に定めるとおりとする。 

一部改正〔平成７年規則43号・９年73号・14年４号・69号・16年83号・令和２年18号〕 

（学校） 

第33条 条例別表第２に規定する規則で定める学校は、大学、高等学校、中学校、小学校、高等専門学校、専修

学校、各種学校その他これらに準ずる学校とする。 

全部改正〔平成９年規則73号〕、一部改正〔平成14年規則69号・令和２年18号〕 

（委任） 

第34条 この規則の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

追加〔平成７年規則43号〕 

付 則 

この規則は、昭和59年４月１日から施行する。ただし、第22条から第24条までの規定は、昭和59年10月１日か

ら施行する。 

付 則（昭和62年10月30日規則第71号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成元年８月22日規則第62号） 
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この規則は、平成元年８月24日から施行する。 

付 則（平成２年３月31日規則第29号） 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

付 則（平成３年３月30日規則第22号） 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

付 則（平成３年９月21日規則第67号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成４年３月31日規則第31号） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年７月31日規則第85号） 

この規則は、平成４年８月１日から施行する。 

附 則（平成５年３月31日規則第30号） 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年６月１日規則第43号） 

１ この規則は、平成５年９月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の別表第２の規定は、平成５年９月１日以後の引取りに係る撤去自転車等の撤去及び

保管に要した費用について適用し、同日前の引取りに係る撤去自転車等の撤去及び保管に要した費用について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成６年６月30日規則第83号） 

１ この規則は、平成６年７月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の世田谷区自転車等放置防止条例施行規則の規定に基づき作成

された様式の用紙で現に残存するものは、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（平成７年３月31日規則第43号） 

１ この規則は、平成７年４月１日から施行する。ただし、第22条の見出しの改正規定、第23条の改正規定

（「第30条」を「第34条」に改める部分を除く。）、第24条の改正規定（「第32条」を「第36条」に改める部

分を除く。）、第10号様式の改正規定（「大規模店舗等自転車駐車場設置（変更）届出書」を「大規模店舗等

自転車等駐車場設置（変更）届出書」に改める部分及び「自転車駐車場」を「自転車等駐車場」に改める部分

に限る。）及び第11号様式の改正規定（「自転車駐車場付置義務措置勧告書」を「自転車等駐車場附置義務措

置勧告書」に改める部分に限る。）は、同年10月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の世田谷区自転車等放置防止条例施行規則の規定に基づき作成

された様式の用紙で現に残存するものは、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（平成９年３月31日規則第73号） 

１ この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行前に納付された平成９年４月１日以後の使用に係る使用料及び世田谷区立自転車等駐車場の

利用に係る料金の還付については、この規則による改正前の第22条及び第９号の２様式の規定は、この規則の

施行後も、なおその効力を有する。 

３ この規則の施行の際、この規則による改正前の第１号様式、第４号様式の(１)、第５号様式の(１)、第６号

様式及び第７号様式の規定に基づき作成された様式の用紙で現に残存するものは、当分の間、修正して使用す

ることができる。 

附 則（平成12年６月26日規則第111号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成14年１月31日規則第４号） 

この規則は、平成14年２月１日から施行する。 

附 則（平成14年３月29日規則第47号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年６月21日規則第69号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の世田谷区自転車条例施行規則の規定は、平成14年９月１日以後の使用に係る世田谷

区立自転車等駐車場の利用に係る料金について適用する。 

附 則（平成14年10月１日規則第84号） 

この規則は、平成15年１月１日から施行する。 

附 則（平成15年３月13日規則第13号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成15年６月24日規則第85号） 

この規則は、平成15年７月１日から施行する。ただし、第４条の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成15年10月31日規則第116号） 

この規則は、平成15年11月４日から施行する。 

附 則（平成15年12月９日規則第126号） 

この規則は、平成16年１月１日から施行する。 

附 則（平成16年３月12日規則第８号） 

この規則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年12月９日規則第83号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、世田谷区自転車条例の一部を改正する条例（平成16年12月世田谷区条例第50号）

附則第３項の規定によりなお従前の例によることとされた世田谷区立自転車等駐車場（以下「区立自転車等駐

車場」という。）の当該区立自転車等駐車場に係る指定管理者（世田谷区自転車条例（昭和59年３月世田谷区

条例第14号）第13条第２項に規定する指定管理者をいう。）の指定がされるまでの間の使用については、この

規則による改正後の第10条から第17条まで、第22条、第22条の２及び第１号様式から第９号様式の(２)までの

規定は適用せず、この規則による改正前の第10条から第17条まで、第20条、第22条、別表第２、別表第２の２

及び第１号様式から第９号様式の(２)までの規定は、なおその効力を有する。 

附 則（平成17年３月15日規則第16号） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の別表第２の規定は、平成17年４月１日以後の引取りに係る撤去自転車等の撤去及び

保管に要した費用について適用し、同日前の引取りに係る撤去自転車等の撤去及び保管に要した費用について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成17年５月31日規則第91号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年３月14日規則第11号） 

この規則は、平成18年３月31日から施行する。ただし、別表第１喜多見の項を削る改正規定は、同年４月１日

から施行する。 

附 則（平成18年10月23日規則第113号） 

この規則は、平成18年11月30日から施行する。 

附 則（平成20年３月31日規則第34号） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の第11条の規定により月ぎめの使用の承認を受けている者

は、この規則による改正後の第11条の規定により定期の使用の承認を受けた者とみなす。 

附 則（平成21年３月９日規則第19号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年12月８日規則第94号） 

この規則は、平成21年12月15日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日規則第31号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年12月28日規則第141号） 

１ この規則は、平成28年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この規則による改正後の世田谷区自転車条例施行規則の規定は、施行日以後にその通知が到達する処分につ

いて適用し、施行日前にその通知が到達した処分については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月４日規則第18号） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第12条、第13条第２項、第14条の見出し、第15条、

第19条の見出し及び同条第１項、第26条並びに第33条の改正規定並びに第12号様式の改正規定並びに次項の規

定は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この規則による改正後の世田谷区自転車条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）第12条の規定は、

施行日以後に区立自転車等駐車場（改正後の規則第８条に規定する区立自転車等駐車場をいう。以下同じ。）

の定期使用（改正後の規則第10条に規定する定期使用をいう。以下同じ。）の承認を受ける者について適用

し、施行日前に区立自転車等駐車場の定期使用の承認を受けた者については、なお従前の例による。 
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別表第１（第８条関係） 

 区立自転車等駐車場の最寄りの駅 距離  

 池尻大橋 500メートル  

 三軒茶屋 500メートル  

 上町 500メートル  

 経堂 500メートル  

 駒沢大学 500メートル  

 池ノ上 300メートル  

 代田橋 300メートル  

 下北沢 800メートル  

 明大前 500メートル  

 下高井戸 500メートル  

 松原 300メートル  

 桜上水 800メートル  

 九品仏 500メートル  

 等々力 500メートル  

 尾山台 500メートル  

 上野毛 800メートル  

 用賀 500メートル  

 二子玉川 800メートル  

 桜新町 500メートル  

 成城学園前 800メートル  

 千歳船橋 500メートル  

 芦花公園 300メートル  

 千歳烏山 300メートル  

 八幡山 500メートル  

 自由が丘 400メートル  

追加〔平成14年規則４号〕、一部改正〔平成14年規則47号・84号・15年85号・17年16号・18年11号・

113号・21年19号・94号・23年31号〕 

別表第２（第22条の２関係） 

 名称 区分  

 世田谷区立烏山中央自転車等駐車場 自動二輪車（総排気量0.250リットル以下のものに限

る。） 

 

追加〔令和２年規則18号〕 

別表第３（第32条関係） 

 自転車 3,000円  

 原動機付自転車 4,000円  

 普通自動二輪車で総排気量0.250リットル以下のもの 7,000円  

 普通自動二輪車で総排気量0.250リットルを超えるも

の及び大型自動二輪車 
8,000円 

 

全部改正・一部改正〔令和２年規則18号〕 

第１号様式から第９号様式の(２)まで 削除 

削除〔平成16年規則83号〕 

第10号様式 

（第24条関係） 

一部改正〔平成７年規則43号・14年47号〕 

第10号の２様式 

（第24条関係） 

追加〔平成14年規則47号〕 

第11号様式 

（第25条関係） 
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全部改正〔平成17年規則91号〕、一部改正〔平成27年規則141号〕 

第12号様式 削除 

削除〔令和２年規則18号〕 

第13号様式 

（第28条関係） 

全部改正〔平成14年規則47号〕 

第14号様式 

（第31条関係） 

全部改正〔平成７年規則43号〕、一部改正〔平成14年規則47号〕 
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・世田谷区レンタサイクルポート条例 

平成５年11月12日 

条例第53号 

  

 改正 平成８年３月13日条例第18号 平成９年３月12日条例第31号  

   平成９年12月４日条例第63号 平成13年10月２日条例第56号  

   平成18年３月14日条例第44号 平成18年12月11日条例第86号  

   平成21年３月９日条例第17号 平成21年12月８日条例第57号  

   平成23年３月８日条例第20号 平成25年10月１日条例第42号  

  平成28年３月８日条例第25号 平成30年10月１日条例第67号 

〔世田谷区立レンタサイクルポート条例の一部

を改正する条例〕 

 

（目的及び設置） 

第１条 自転車を公共の交通手段として区民の利用に供するとともに、その拠点を確保することにより、地区交

通の整備及び自転車の放置防止を図るため、世田谷区立レンタサイクルポート（以下「レンタサイクルポー

ト」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 レンタサイクルポートの施設の名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

（休業日及び利用時間） 

第３条 レンタサイクルポートの休業日及び利用時間は、規則で定める。 

追加〔平成18年条例44号〕 

（利用できる者の範囲） 

第４条 レンタサイクルポートを利用することができる者は、次に掲げる要件に該当する者でなければならな

い。 

(１) 区内に居住し、若しくは滞在し、又は区内を通過する者。ただし、定期の利用にあっては、区内に住

所、勤務先又は通学先を有する者に限る。 

(２) 自転車の利用について安全上支障がない者 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、第12条の規定によりレンタサイクルポートの管理を行う者（以下「指定管

理者」という。）は、特に必要があると認めたときは、同号に掲げる要件に該当しない者であっても、レンタ

サイクルポートを利用させることができる。 

一部改正〔平成18年条例44号・21年57号〕 

（利用の手続等） 

第５条 レンタサイクルポートを利用しようとする者は、規則で定めるところにより指定管理者に対し利用の申

請をし、その承認を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、レンタサイクルポートの利用を承認しな

い。 

(１) 管理上支障があるとき。 

(２) 前号に掲げるもののほか、指定管理者が必要と認めたとき。 

一部改正〔平成18年条例44号〕 

（利用の条件） 

第６条 指定管理者は、レンタサイクルポートの利用を承認する場合において、必要な条件を付けることができ

る。 

一部改正〔平成18年条例44号〕 

（利用期間の単位） 

第７条 レンタサイクルポートの利用期間の単位は、定期又は日ぎめとし、定期の利用にあっては、再利用を妨

げないものとする。 

一部改正〔平成18年条例44号・86号〕 

（承認の取消し等） 

第８条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、レンタサイクルポートの利用の承認を

取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止することができる。 

(１) 利用の目的又は条件に違反したとき。 

(２) この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 
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(３) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者が必要と認めたとき。 

一部改正〔平成９年条例31号・18年44号〕 

（利用権の譲渡等の禁止） 

第９条 レンタサイクルポートの利用の承認を受けた者（以下「利用者」という。）は、利用の権利を譲渡し、

又は転貸してはならない。 

一部改正〔平成９年条例31号・18年44号〕 

（自転車の返却義務） 

第10条 利用者は、レンタサイクルポートの利用を終了したときは、直ちに自転車を返却しなければならない。

第８条の規定により利用の承認を取り消され、又は利用を停止されたときも、同様とする。 

一部改正〔平成９年条例31号・18年44号〕 

（損害賠償） 

第11条 利用者は、レンタサイクルポートの施設、設備又は自転車に損害を与えたときは、区長が相当と認める

損害額を賠償しなければならない。ただし、区長は、やむを得ない理由があると認めたときは、賠償額の全部

又は一部を免除することができる。 

一部改正〔平成９年条例31号・18年44号〕 

（指定管理者による管理） 

第12条 区長は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定により、区長が指定する法人その

他の団体にレンタサイクルポートの管理を行わせるものとする。 

全部改正〔平成18年条例44号〕 

（指定管理者の指定の手続） 

第13条 区長は、指定管理者を指定しようとするときは、特別の事情があると認める場合を除き、公募により行

うものとする。 

２ 指定管理者の指定を受けようとする者は、事業計画書その他規則で定める書類を区長に提出し、指定管理者

の指定の申請をしなければならない。 

３ 区長は、前項の申請があったときは、同項の事業計画書その他規則で定める書類を次に掲げる基準に基づき

審査し、レンタサイクルポートの設置の目的を最も効果的に達成することができると認める者を指定管理者の

候補者として選定するものとする。 

(１) 区民の平等利用を確保した運営ができること。 

(２) レンタサイクルポートの効用を最大限に発揮させることができること。 

(３) レンタサイクルポートの管理を効率的かつ安定的に行う能力を有していること。 

４ 区長は、前項の規定により指定管理者の候補者を選定したときは、議会の議決を経て指定管理者を指定する

ものとする。 

５ 区長は、前項の規定により指定管理者を指定したときは、その旨を公告しなければならない。 

追加〔平成18年条例44号〕 

（指定管理者の業務等） 

第14条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１) レンタサイクルポートの利用の承認等に関する業務 

(２) レンタサイクルポートの施設及び設備並びに自転車の維持管理に関する業務 

(３) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める業務 

２ 指定管理者は、法令及び条例の規定を遵守し、レンタサイクルポートの適正な管理を行わなければならな

い。 

追加〔平成18年条例44号〕 

（利用料金） 

第15条 利用者は、指定管理者に、レンタサイクルポートの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を納

付しなければならない。 

２ 利用料金の額は、別表第２に定める額を限度として、指定管理者が区長の承認を得てこれを定めるものとす

る。 

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、区長は、規則で定めるところにより、指定管理者に利用料金の一部を区に納付さ

せることができる。 

追加〔平成18年条例44号〕 

（利用料金の減免） 
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第16条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定めるところにより利用料金を減額

し、又は免除するものとする。 

(１) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第11条に規定する保護その他これに類するものを受けている者が定

期の利用をするとき。 全額 

(２) 区、国、他の地方公共団体その他の官公署の職員が公務のためにレンタサイクルポートの利用をすると

き。 全額 

(３) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者が特に必要と認めた者が定期の利用をするとき。 ５割に相当

する額 

追加〔平成９年条例31号〕、一部改正〔平成18年条例44号・86号・21年17号・57号〕 

（利用料金の還付） 

第17条 指定管理者は、規則で定めるところにより、既に納付された利用料金の全部又は一部を還付するものと

する。 

追加〔平成９年条例31号〕、一部改正〔平成18年条例44号〕 

（委任） 

第18条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

一部改正〔平成９年条例31号・18年44号〕 

附 則 

１ この条例は、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。（平成６

年１月規則第２号で、同６年１月10日から施行）ただし、世田谷区立桜上水南レンタサイクルポートの公用開

始の日は、区長が別に定める。 

（平成６年３月１日＝平成６年２月25日付 世田谷区告示第41号） 

一部改正〔平成25年条例42号・28年25号・30年67号〕 

２ 平成30年９月30日において生活保護法に基づく保護を受けていた者のうち、平成30年厚生労働省告示第317号

による改正後の生活保護法による保護の基準（昭和38年厚生省告示第158号）又は次に掲げる通知による改正後

の生活保護の実施に関する処理基準により、同年10月１日以後に当該保護の廃止の決定を受け、かつ、特別区

民税を課されていないものは、当分の間、第16条第１号の生活保護法第11条に規定する保護その他これに類す

るものを受けている者とみなす。 

(１) 「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（平成30年９月４日付厚生

労働省発社援0904第３号厚生労働事務次官通知） 

(２) 「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（平成30年９月４日付社援

発0904第１号厚生労働省社会・援護局長通知） 

(３) 「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」の一部改正について（通知）（平成30年９月４

日付社援保発0904第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知） 

追加〔平成30年条例67号〕 

附 則（平成８年３月13日条例第18号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、世田谷区立三軒茶屋北レンタサイクルポートの公用開始の日

は、区長が別に定める。 

（平成８年５月１日＝平成８年６月10日付 世田谷区告示第165号） 

附 則（平成９年３月12日条例第31号） 

１ この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第12条から第14条まで及び別表第２の規定は、平成９年４月１日以後の利用に係る

世田谷区立レンタサイクルポートの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）について適用する。 

３ この条例の施行前に平成９年４月１日以後の利用に係る使用料を納付した者は、同日以後の利用に係る当該

使用料の額に相当する額の利用料金を納付した者とみなす。 

４ この条例の施行前に納付された平成９年４月１日以後の利用に係る使用料の還付については、この条例によ

る改正前の第９条の規定は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則（平成９年12月４日条例第63号） 

この条例は、平成10年３月１日から施行する。ただし、世田谷区立三軒茶屋中央レンタサイクルポートの公用

開始の日は、区長が別に定める。 

（平成10年４月１日＝平成10年３月31日付 世田谷区告示第76号） 

附 則（平成13年10月２日条例第56号） 

この条例は、平成13年10月25日から施行する。ただし、世田谷区立成城北第二レンタサイクルポートの公用開
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始の日は、区長が別に定める。 

（平成14年１月４日＝平成13年12月27日付 世田谷区告示第666号） 

附 則（平成18年３月14日条例第44号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第２の改正規定（「（第12条関係）」を「（第15条関

係）」に改める部分を除く。）は、平成18年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の第11条の規定により管理を委託している世田谷区立レンタ

サイクルポート（以下「レンタサイクルポート」という。）については、平成18年９月１日（同日前にこの条

例による改正後の世田谷区立レンタサイクルポート条例（以下「新条例」という。）第13条第４項の規定によ

り、区長が当該レンタサイクルポートに係る指定管理者（新条例第４条第２項に規定する指定管理者をいう。

以下同じ。）の指定をしたときは、当該指定の日）までの間は、なお従前の例による。 

３ 区長は、前項の規定によりなお従前の例によることとされたレンタサイクルポートについて指定管理者を指

定しようとする場合において、当該レンタサイクルポートの管理を受託している者から新条例第13条第２項の

申請があったときは、同項の事業計画書その他規則で定める書類を同条第３項に規定する基準に基づき審査

し、かつ、当該レンタサイクルポートの管理に関する実績を考慮し、当該受託している者が当該レンタサイク

ルポートの設置の目的を効果的に達成することができると認めた場合には、同条第１項に規定する手続によら

ないで、当該受託している者を指定管理者の候補者として選定することができる。 

附 則（平成18年12月11日条例第86号） 

１ この条例は、平成19年２月26日から施行する。ただし、第７条、第16条及び別表第２の改正規定は、同年３

月１日から施行する。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、世田谷区立経堂駅前レンタサイクルポートの公用開始の日は、区長が別に定

める。 

（平成19年３月28日＝平成19年３月23日付 世田谷区告示第198号） 

附 則（平成21年３月９日条例第17号） 

１ この条例は、平成21年３月27日から施行する。ただし、第16条第１号の改正規定は、公布の日から施行す

る。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、世田谷区立桜新町レンタサイクルポートの公用開始の日は、区長が別に定め

る。 

（平成21年３月27日＝平成21年３月９日付 世田谷区告示第139号） 

附 則（平成21年12月８日条例第57号） 

この条例は、平成22年１月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月８日条例第20号） 

この条例は、平成23年４月１日から施行する。ただし、世田谷区立等々力レンタサイクルポートの公用開始の

日は、区長が別に定める。 

（平成23年４月１日＝平成23年３月31日付 世田谷区告示第235号） 

附 則（平成25年10月１日条例第42号） 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の世田谷区立レンタサイクルポート条例の規定は、

平成25年８月１日から適用する。 

附 則（平成28年３月８日条例第25号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年10月１日条例第67号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表第１（第２条関係） 

 名称 位置  

 世田谷区立桜上水南レンタサイクルポート 東京都世田谷区桜上水四丁目18番13号  

 世田谷区立三軒茶屋北レンタサイクルポート 東京都世田谷区太子堂二丁目16番１号  

 世田谷区立三軒茶屋中央レンタサイクルポート 東京都世田谷区三軒茶屋二丁目11番先  

 世田谷区立成城北第二レンタサイクルポート 東京都世田谷区成城六丁目14番10号  

 世田谷区立経堂駅前レンタサイクルポート 東京都世田谷区経堂二丁目１番38号先  

 世田谷区立桜新町レンタサイクルポート 東京都世田谷区桜新町二丁目７番15号  
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 世田谷区立等々力レンタサイクルポート 東京都世田谷区等々力三丁目２番２号  

一部改正〔平成８年条例18号・９年63号・13年56号・18年86号・21年17号・23年20号〕 

別表第２（第15条関係） 

  

 

利用期間の単位 

利用料金  

 
区分 一般 学生等 障害者 

学生等である障

害者 

 

 定期 １月 3,000円 2,700円 1,500円 1,350円  

 日ぎめ １回       300円  

備考 

１ この表において「学生等」とは、大学、高等学校、中学校、小学校その他の規則で定める学校に在学

し、教育を受ける学生、生徒、児童等をいう。 

２ この表において「障害者」とは、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に規定する身体障

害者手帳の交付を受けている者及び東京都愛の手帳交付要綱（昭和42年３月20日42民児精発第58号）第１

条に規定する愛の手帳の交付を受けている者並びにこれらに準ずる者をいう。 

全部改正〔平成９年条例31号〕、一部改正〔平成18年条例44号・86号・21年57号〕 
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・世田谷区レンタサイクルポート条例施行規則 

平成６年１月７日 

規則第３号 

  

 改正 平成６年７月15日規則第92号 平成７年３月31日規則第44号  

   平成８年３月29日規則第39号 平成９年３月31日規則第74号  

   平成15年12月９日規則第127号 平成18年３月14日規則第12号  

   平成19年２月28日規則第７号 平成22年１月29日規則第５号  

   平成23年３月31日規則第32号 平成29年３月31日規則第40号 

〔世田谷区立レンタサイクルポート条例施行規

則の一部を改正する規則〕 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、世田谷区立レンタサイクルポート条例（平成５年11月世田谷区条例第53号。以下「条例」

という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（休業日） 

第２条 世田谷区立レンタサイクルポート（以下「レンタサイクルポート」という。）は、無休とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者（条例第４条第２項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）は、

必要があると認めたときは、区長の承認を得て、臨時に休業日を定めることができる。 

全部改正〔平成22年規則５号〕 

（利用時間） 

第３条 レンタサイクルポートの利用時間は、午前零時から午後12時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認めたときは、区長の承認を得て、臨時に利用時間

を変更することができる。 

全部改正〔平成22年規則５号〕 

（自転車の利用について安全上支障がない者の範囲） 

第４条 条例第４条第１項第２号に規定する自転車の利用について安全上支障がない者とは、年齢がおおむね12

歳以上の者で、レンタサイクルポートの自転車を安全に運転することができると認められるものをいう。 

一部改正〔平成18年規則12号〕 

（定期利用の申請） 

第５条 条例第５条第１項に規定する申請は、条例第７条に規定する定期の利用（以下「定期利用」という。）

にあっては、レンタサイクルポート定期利用申請書により行わなければならない。 

２ 前項の申請をする場合においては、申請をする者の住所、氏名等を確認することができる書類を提示しなけ

ればならない。 

一部改正〔平成18年規則12号・19年７号・22年５号〕 

（定期利用の承認等） 

第６条 指定管理者は、前条の申請があった場合において、その利用の承認又は不承認を決定する際に、当該申

請に係るレンタサイクルポートに収容している自転車の台数並びに申請をした者がレンタサイクルポートの自

転車を利用する距離及び利用することができる他の交通機関の有無を考慮することができる。 

２ 指定管理者は、定期利用の承認又は不承認を決定したときは、レンタサイクルポート定期利用承認・不承認

通知書を申請をした者に交付するものとする。 

３ 指定管理者は、レンタサイクルポートの定期利用を承認した場合において、申請をした者が条例第15条に規

定する利用料金（以下「利用料金」という。）を納付したときは、レンタサイクルポート定期利用カード（以

下「定期利用カード」という。）を当該申請をした者に交付するものとする。 

一部改正〔平成８年規則39号・９年74号・18年12号・19年７号・22年５号〕 

（定期利用カードの発行者等） 

第６条の２ 定期利用カードは、指定管理者が発行するものとする。 

２ 指定管理者は、前条第３項の規定による定期利用カードの交付に当たっては、あらかじめ区長の承認を得て

別に定める額の預かり金（以下「預かり金」という。）を納付させることができる。 

追加〔平成22年規則５号〕 

（定期利用の更新手続） 

第７条 レンタサイクルポートの定期利用の承認を受けた者（以下「定期利用者」という。）は、利用を承認さ

れた期間（以下「利用期間」という。）満了後も引き続きレンタサイクルポートを定期利用しようとするとき
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は、利用期間満了の日までに、更新手続を行わなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の更新手続を定期利用カードにより行わせるものとする。 

３ 前項の場合において、指定管理者は、必要と認める書類の提示を求めることができる。 

一部改正〔平成９年規則74号・18年12号・19年７号・22年５号〕 

（定期利用カードの返却義務等） 

第８条 定期利用者は、レンタサイクルポートの利用期間が満了したとき（前条の更新手続を行った場合を除

く。）は、直ちに定期利用カードを返却しなければならない。条例第８条の規定により利用の承認を取り消さ

れ、又は利用を停止されたときも、同様とする。 

２ 前項の規定による定期利用カードの返却があった場合において、指定管理者は、預かり金の納付を受けてい

るときは、これを当該定期利用者に返還しなければならない。 

一部改正〔平成９年規則74号・18年12号・19年７号・22年５号〕 

（定期利用カードの再交付） 

第９条 定期利用者は、定期利用カードを紛失し、又はき損したときは、レンタサイクルポート利用カード再交

付申請書を指定管理者に提出し、定期利用カードの再交付を受けなければならない。 

２ 第５条第２項及び第６条の２第２項の規定は、前項の定期利用カードの再交付について準用する。 

一部改正〔平成18年規則12号・19年７号・22年５号〕 

（住所等の変更届） 

第10条 定期利用者は、住所、氏名、電話番号、勤務先又は通学先を変更したときは、住所等変更届に定期利用

カードを添えて、これらを指定管理者に提出しなければならない。 

２ 第５条第２項の規定は、前項の届出について準用する。 

一部改正〔平成18年規則12号・19年７号・22年５号〕 

（定期利用の中止） 

第11条 定期利用者は、定期利用を中止しようとするときは、レンタサイクルポート利用中止届（以下「中止

届」という。）に定期利用カードを添えて、これらを指定管理者に提出しなければならない。ただし、指定管

理者が特に必要があると認めたときは、中止届の提出を省略することができる。 

２ 第８条第２項の規定は、前項の規定による定期利用カードの返却について準用する。 

一部改正〔平成９年規則74号・18年12号・19年７号・22年５号〕 

（手続の受付） 

第11条の２ 第５条第１項の申請、第７条第１項の更新手続（世田谷区立成城北第二レンタサイクルポートに限

る。）、第８条第１項の返却、第９条第１項の規定による申請並びに第10条第１項及び前条第１項の規定によ

る届出は、午前７時から午後７時まで受付を行うものとする。ただし、次に掲げる日は、受付を行わないもの

とする。 

(１) １月１日から同月３日まで 

(２) 12月29日から同月31日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、世田谷区立等々力レンタサイクルポートにおいては、同項に規定する各手続の受

付を行わないものとする。 

追加〔平成22年規則５号〕、一部改正〔平成23年規則32号・29年40号〕 

（日ぎめ利用の申請） 

第12条 条例第５条第１項に規定する申請は、条例第７条に規定する日ぎめの利用（以下「日ぎめ利用」とい

う。）にあっては、レンタサイクルポート日ぎめ利用申請書により行わなければならない。 

２ 第５条第２項及び前条の規定は、前項の申請について準用する。この場合において、同条中「午前７時から

午後７時まで」とあるのは、「午前９時から午後６時まで（世田谷区立等々力レンタサイクルポートにあって

は、午前７時から午後８時まで）」と読み替えるものとする。 

一部改正〔平成18年規則12号・22年５号・23年32号・29年40号〕 

（日ぎめ利用の承認） 

第13条 指定管理者は、前条の申請があった場合において、その利用の承認を決定したときは、レンタサイクル

ポート日ぎめ利用承認書（以下「承認書」という。）を申請をした者に交付するものとする。 

一部改正〔平成18年規則12号・22年５号〕 

（日ぎめ利用カード） 

第13条の２ 第12条の規定にかかわらず、指定管理者は、日ぎめ利用の申請をレンタサイクルポート日ぎめ利用

カード（以下「日ぎめ利用カード」という。）により行わせることができる。 

２ 前条の規定にかかわらず、指定管理者は、前項の申請に対する承認については、承認書の交付を省略するこ
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とができる。 

３ 指定管理者は、第１項の申請に係る利用料金の納付については、日ぎめ利用カードにより行わせることがで

きる。 

４ 日ぎめ利用カードは、指定管理者が発行するものとする。 

５ 指定管理者は、日ぎめ利用カードの交付に当たっては、預かり金を納付させることができる。 

追加〔平成22年規則５号〕 

（準用） 

第13条の３ 第８条（利用期間の満了に係る部分を除く。）から第10条まで及び第11条の２の規定は、日ぎめ利

用カードの交付を受けた者について準用する。この場合において、これらの規定中「定期利用者」とあるのは

「日ぎめ利用カードの交付を受けた者」と、「定期利用カード」とあるのは「日ぎめ利用カード」と、第９条

第２項中「第６条の２第２項」とあるのは「第13条の２第５項」と読み替えるものとする。 

追加〔平成22年規則５号〕、一部改正〔平成23年規則32号・29年40号〕 

（みなし申請等） 

第13条の４ 第12条から第13条の２までの規定にかかわらず、指定管理者は、定期利用者又は日ぎめ利用の承認

を受けた者が、利用期間が満了したにもかかわらず、条例第10条に規定する自転車の返却をしない場合は、利

用期間が満了した時をもって日ぎめ利用の申請があったものとみなし、その利用を承認することができる。 

追加〔平成22年規則５号〕 

（指定管理者の公募の方法） 

第14条 条例第13条第１項に規定する公募は、次に掲げる事項を明示して行うものとする。 

(１) 指定管理者に管理を行わせるレンタサイクルポートの名称及び位置 

(２) 指定管理者が行う業務の内容 

(３) 指定管理者に管理を行わせる期間 

(４) 指定管理者の候補者を選定する基準 

(５) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

全部改正〔平成18年規則12号〕 

（指定申請書の提出） 

第15条 条例第13条第２項の規定により指定管理者の指定の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した指定申

請書を区長に提出しなければならない。 

(１) 団体の名称、事務所の所在地及び代表者の氏名 

(２) 指定管理者として管理を行うことを希望するレンタサイクルポートの名称 

(３) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 条例第13条第２項に規定する規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(１) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類） 

(２) 事業の経歴及び概要を示す書類 

(３) 財務状況及び経営状況に関する書類 

(４) レンタサイクルポートの管理の業務に係る収支計画書 

(５) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

追加〔平成18年規則12号〕 

（選定委員会） 

第16条 条例第13条第３項の規定による審査は、別に定める選定委員会に行わせるものとする。 

追加〔平成18年規則12号〕 

（指定の通知等） 

第17条 区長は、条例第13条第４項の規定により指定管理者を指定したときは、次に掲げる事項を記載した指定

通知書により、指定管理者に通知する。 

(１) 指定管理者の名称、事務所の所在地及び代表者の氏名 

(２) 指定管理者として管理を行わせるレンタサイクルポートの名称及び位置 

(３) 指定の期間 

(４) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

２ 区長は、条例第13条第２項の規定により指定管理者の指定の申請をした者（以下「申請者」という。）につ

いて、同条第３項の規定による選定をしなかったとき、又は同条第４項の規定による指定をしなかったとき

は、申請者にその旨を通知する。 

追加〔平成18年規則12号〕 
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（指定管理者の指定の公告） 

第18条 条例第13条第５項の規定による公告は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(１) 指定管理者として管理を行わせるレンタサイクルポートの名称 

(２) 指定管理者の名称及び事務所の所在地 

(３) 指定の期間 

追加〔平成18年規則12号〕 

（管理に関する協定） 

第19条 区長と指定管理者とは、レンタサイクルポートの管理に関し必要な協定を締結するものとする。 

２ 前項の協定には、条例第14条から第17条までに規定するもののほか、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(１) レンタサイクルポートの管理の業務及び管理の業務に係る収支の報告に関する事項 

(２) レンタサイクルポートの管理の業務の調査及び検査に関する事項 

(３) 指定管理者の指定の取消し及び管理の業務の停止に関する事項 

(４) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

追加〔平成18年規則12号〕 

（利用料金の一部の区への納付） 

第20条 条例第15条第４項の規定により区長が指定管理者に納付させることができる利用料金の額は、指定管理

者が納付を受けた利用料金の総額から、レンタサイクルポートの管理に要する費用の合計額を控除した額に区

長が別に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 前項に規定するレンタサイクルポートの管理に要する費用は、次のとおりとする。 

(１) レンタサイクルポートの運営に要する費用 

(２) レンタサイクルポートの運営に係る職員の雇用に要する費用 

(３) レンタサイクルポートの施設及び設備並びに自転車の維持管理に要する費用 

(４) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認めた費用 

追加〔平成18年規則12号〕 

（利用料金の還付） 

第21条 条例第17条の規定により利用料金を還付する場合及びその額は、次のとおりとする。 

(１) 第11条の規定により定期利用の中止の届出が利用期間前にあったとき。 全額 

(２) 第11条の規定により定期利用の中止の届出が利用期間中にあった場合で次に掲げるとき。 

ア 当該届出があった日の翌日において、残存する利用期間が１月以上２月未満のとき。 １月分の利用料

金に相当する額 

イ 当該届出があった日の翌日において、残存する利用期間が２月以上のとき。 ２月分の利用料金に相当

する額 

一部改正〔平成９年規則74号・18年12号・19年７号〕 

（禁止行為） 

第22条 レンタサイクルポートを利用する者は、次の行為をしてはならない。 

(１) レンタサイクルポートの施設、設備又は自転車を損傷すること。 

(２) レンタサイクルポートの自転車の放置（世田谷区自転車条例（昭和59年３月世田谷区条例第14号）第２

条第３号に規定する放置をいう。）をすること。 

(３) 発火、引火若しくは爆発のおそれのある物又は悪臭を発する物をレンタサイクルポートの施設内に持ち

込むこと。 

(４) 前３号に定めるもののほか、レンタサイクルポートの管理上支障があると認められる行為 

一部改正〔平成８年規則39号・９年74号・18年12号〕 

（利用申請等の様式） 

第23条 第５条、第６条及び第９条から第13条まで（第11条の２を除く。）の規定により必要とする書類の様式

は、あらかじめ区長の承認を得て指定管理者が別に定める。 

追加〔平成18年規則12号〕、一部改正〔平成22年規則５号〕 

（委任） 

第24条 この規則の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

一部改正〔平成９年規則74号・18年12号〕 

附 則 

この規則は、平成６年１月10日から施行する。 

附 則（平成６年７月15日規則第92号） 
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この規則は、平成６年８月１日から施行する。 

附 則（平成７年３月31日規則第44号） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年３月29日規則第39号） 

１ この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の第６条第１項の規定は、平成８年４月１日以後の利用の申請について適用し、同日

前の利用の申請については、なお従前の例による。 

附 則（平成９年３月31日規則第74号） 

１ この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の第14条及び別表の規定は、平成９年４月１日以後の利用に係る世田谷区立レンタサ

イクルポートの利用に係る料金について適用する。 

３ この規則の施行前に納付された平成９年４月１日以後の利用に係る使用料の還付については、この規則によ

る改正前の第16条及び第９号様式の規定は、この規則の施行後も、なおその効力を有する。 

４ この規則の施行の際、この規則による改正前の第１号様式及び第８号様式の規定に基づき作成された様式の

用紙で現に残存するものは、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（平成15年12月９日規則第127号） 

この規則は、平成16年１月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月14日規則第12号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、世田谷区立レンタサイクルポート条例の一部を改正する条例（平成18年３月世田

谷区条例第44号）附則第２項の規定によりなお従前の例によることとされた世田谷区立レンタサイクルポート

（以下「レンタサイクルポート」という。）の当該レンタサイクルポートに係る指定管理者（世田谷区立レン

タサイクルポート条例（平成５年11月世田谷区条例第53号）第４条第２項に規定する指定管理者をいう。）の

指定がされるまでの間の利用については、この規則による改正後の第２条、第３条、第５条から第７条まで、

第９条から第13条まで及び第23条の規定は適用せず、この規則による改正前の第２条、第３条、第５条から第

７条まで、第９条から第14条まで、別表及び第１号様式から第８号様式までの規定は、なおその効力を有す

る。 

附 則（平成19年２月28日規則第７号） 

１ この規則は、平成19年３月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の第６条の規定により月ぎめの利用の承認を受けている者

は、この規則による改正後の第６条の規定により定期の利用の承認を受けた者とみなす。 

附 則（平成22年１月29日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年３月31日規則第32号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日規則第40号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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